
別表１の凡例 
 

(a) 施設・公物設置管理の基準 

 

１．「分野」欄及び「通番」欄は、第２次勧告別紙１と同じである。 

 

２．「見直し対象」欄のうち、「概要」欄は、見直しの対象範囲となった施設・公物設置管理の

基準の概略を示し、「該当条文」欄には、該当条文のうち見直し対象となる部分に下線を付

した。 

 

３．「条例制定の主体」欄の記号の意味は、次のとおり。 

   「１」：都道府県（大都市等に関する特例等により、指定都市等を含む場合もある。） 

   「２」：市町村 

   「３」：都道府県及び市町村 

 

４．「備考」欄は、次の場合に記載した。 

① 見直し対象施設等基準の一部が、第２次勧告で示した「義務付け・枠付けの存置を許

容する場合のメルクマール」及び「『義務付け・枠付けの存置を許容する場合のメルクマ

ール』非該当だが、残さざるを得ないと判断するもののメルクマール」（以下、「メルクマー

ル」という。）に該当する場合。（該当する部分の内容の義務付けについては、存置を許

容。） 

② 法令で基準が設定されていても、その内容を定量的、個別具体的に定めるために、条

例を制定することが許容されていることが確認された場合。（「条例制定許容」と記してお

り、存置を許容。（第１章３(a)(2)ただし書き関連）） 

③ 見直しに当たり特に留意すべき点を当委員会として指摘する場合。 

 

 

 



(a)　施設・公物設置管理の基準

概要 該当条文（下線部） 見直しの方針 条例制定の主体 １次見直し ２次見直し

第49条 第1項

パーキング・メーターの機能の
基準
パーキング・チケット発給設備の
機能の基準

　（時間制限駐車区間）
第四十九条　公安委員会は、時間を限つて同一の車両が引き続き駐車するこ
とができる道路の区間であることが道路標識等により指定されている道路の区
間（以下「時間制限駐車区間」という。）について、当該時間制限駐車区間にお
ける駐車の適正を確保するため、パーキング・メーター（内閣府令で定める機
能を有するものに限る。以下同じ。）又はパーキング・チケット（内閣府令で定め
る様式の標章であつて、発給を受けた時刻その他内閣府令で定める事項を表
示するものをいう。以下同じ。）を発給するための設備で内閣府令で定める機
能を有するもの（以下「パーキング・チケット発給設備」という。）を設置し、及び
管理するものとする。

廃止又は条例委任 1 △

　パーキング・メーター及びパーキング・チケット発給設
備（以下「パーキング・メーター等」という。）の機能を定
める規定のうち、その表示や高さについて構造上の基
準を定めるものは廃止する。
　一方、駐車時間の自動的な測定機能、パーキング・チ
ケットの印字機能等に係る規定については、制限時間
を超過して駐車した場合には駐車違反（犯罪）が成立す
ることとなる時間制限駐車区間における駐車の適正を
図るために設置されるパーキング・メーター等の、いわ
ば定義に当たるものであることから、駐車違反という犯
罪の成立についての適正な判断を担保し、運転者が意
図せず犯罪を犯すことを防止するため、存置することと
する。

第77条 第2項 道路使用許可の基準

２　前項の許可の申請があつた場合において、当該申請に係る行為が次の各
号のいずれかに該当するときは、所轄警察署長は、許可をしなければならな
い。
　一　当該申請に係る行為が現に交通の妨害となるおそれがないと認められる
とき。
　二　当該申請に係る行為が許可に付された条件に従つて行なわれることによ
り交通の妨害となるおそれがなくなると認められるとき。
　三　当該申請に係る行為が現に交通の妨害となるおそれはあるが公益上又
は社会の慣習上やむを得ないものであると認められるとき。

廃止又は条例委任 1 ×

　本項は、道路における交通の安全及び円滑を確保す
るため、道路における一定の行為を警察署長の許可に
かからしめ、当該行為による道路交通という国民の活動
への影響について調整を図ることとした規定である。し
たがって、本項は、そもそも「施設・公物設置管理の基
準」には当たらない。
　また、仮に「施設・公物設置管理の基準」に準じて見直
すべきであるとしても、道路使用許可の対象とされてい
る行為は、集会、演説など日本国憲法で保障された表
現の自由に関わるものであるから、最高裁判例（最判昭
和57.11.16）においても、本項が許可に関する明確かつ
合理的な基準を掲げて不許可とされる場合を厳格に制
限しているものであるため、許可制度を定める道路交通
法第77条第１項第４号が表現の自由に対する公共の福
祉による必要かつ合理的な制限として憲法上是認され
るとされており、表現の自由に関わる行為を含む道路使
用について許可制度が法律で設けられている以上、憲
法上の要請を満たす許可要件を定める本項の規定が
法律に置かれなければ、許可制度の合憲性に疑義が
生ずると考えられる。
　さらに、道路使用許可の許可基準を定める本項は、申
請に係る行為が公益上又は社会の慣習上やむを得な
いと認められるときなどは必ず許可をしなければならな
いとするなど、警察署長による不合理な不許可を防止
するため、不許可にできる場合を極めて限定的に定め
ている必要最小限の規定であるから、仮に本項を廃止
又は都道府県の条例に委任したとしても、条例で現行
の本項の規定と異なる内容が定められることは想定で
きない。
　以上のことから、本項は存置する。

第20条 第1項
延焼等危険賃貸住宅の代替住
宅である公営住宅等への入居
基準

第二十条 　前条の規定による申出に係る代替住宅が公営住宅である場合に
おいて、当該申出をした者が公営住宅法第二十三条各号に掲げる条件に該当
する者であるときは、当該公営住宅を管理する地方公共団体は、同法第二十
二条第一項及び第二十五条第一項の規定にかかわらず、その者を当該公営
住宅に入居させるものとする。

廃止又は条例委任 3 ○

第21条 第1項
延焼等危険賃貸住宅の代替住
宅である公営住宅等への入居
基準

第二十一条 　第十九条の規定による申出に係る代替住宅が特定公共賃貸住
宅である場合において、当該申出をした者が特定優良賃貸住宅法第十八条第
二項 に規定する国土交通省令で定める基準のうち入居者の資格に係るものに
該当する者であるときは、当該特定公共賃貸住宅を管理する地方公共団体
は、その者を当該特定公共賃貸住宅に入居させるものとする。

廃止又は条例委任 3 ○

第22条 第1項
延焼等危険賃貸住宅の代替住
宅である公営住宅等への入居
基準

第二十二条 　第十九条の規定による申出に係る代替住宅が市町村借上住宅
である場合においては、当該市町村借上住宅を管理する市町村は、当該申出
をした者を当該市町村借上住宅に入居させるものとする。

廃止又は条例委任 2 ○

第8条 第1項 道路標識及び区画線の基準

（路上駐車場の表示）
第八条 　道路管理者は、路上駐車場管理者の設置に係る路上駐車場の位置
を表示するため、道路法第四十五条の規定による道路標識及び区画線を設け
なければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

第8条 第2項 道路標識の基準
２ 　前項に規定するもののほか、路上駐車場管理者は、国土交通省令で定め
るところにより、駐車料金その他路上駐車場の利用について必要な事項を表
示するため、標識を設けなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

第3条 第1項
都市公園の配置及び規模の技
術基準

第三条 　地方公共団体が都市公園を設置する場合においては、政令で定める
都市公園の配置及び規模に関する技術的基準に適合するように行うものとす
る。

廃止又は条例委任 3 ○

第3条 第2項 都市公園の設置基準

２ 　都市緑地法 （昭和四十八年法律第七十二号）第四条第一項に規定する基
本計画（地方公共団体の設置に係る都市公園の整備の方針が定められている
ものに限る。）が定められた市町村の区域内において地方公共団体が都市公
園を設置する場合においては、当該都市公園の設置は、前項に定めるものの
ほか、当該基本計画に即して行うものとする。

廃止又は条例委任 3 ○

第4条 第1項 建築物の建築面積割合の基準

（公園施設の設置基準）
第四条 　一の都市公園に公園施設として設けられる建築物（建築基準法 （昭
和二十五年法律第二百一号）第二条第一号 に規定する建築物をいう。以下同
じ。）の建築面積（国立公園又は国定公園の施設たる建築物の建築面積を除
く。）の総計は、当該都市公園の敷地面積の百分の二をこえてはならない。た
だし、動物園を設ける場合その他政令で定める特別の場合においては、政令
で定める範囲内でこれをこえることができる。

廃止又は条例委任 3 ○

第24条の3
自動車駐車場又は自転車駐車
場の駐車料金等の表示基準

（自動車駐車場又は自転車駐車場の駐車料金等の表示）
第二十四条の三 　道路管理者は、前条第一項の規定により駐車料金を徴収
する自動車駐車場又は自転車駐車場について、国土交通省令で定めるところ
により、駐車料金、駐車することができる時間その他自動車駐車場又は自転車
駐車場の利用に関し必要な事項を表示するため、標識を設けなければならな
い。

廃止又は条例委任 3 ○

第30条 第1項 道路の構造基準

（道路の構造の基準）
第三十条 　道路の構造の技術的基準は、道路の種類ごとに左の各号に掲げ
る事項について政令で定める。
　一　幅員
　二　建築限界
　三　線形
　四　視距
　五　こう配
　六　路面
　七　排水施設
　八　交差又は接続
　九　待避所
　十　横断歩道橋、さくその他安全な交通を確保するための施設
　十一　前各号に掲げるものを除く外、道路の構造について必要な事項

廃止又は条例委任 3 ○

第30条 第2項 道路の構造基準
２ 　橋その他政令で定める主要な工作物については、前項の規定による外、そ
の構造強度について必要な技術的基準を政令で定めることができる。

廃止又は条例委任 3 ○

第30条 第3項 道路の構造基準
３ 　前項に規定する工作物の新設又は改築に当つては、必要な構造計算又は
試験によつてその構造が安全であることを確かめなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

第45条 第2項 道路標識の構造基準
２ 　前項の道路標識及び区画線の種類、様式及び設置場所その他道路標識
及び区画線に関し必要な事項は、内閣府令・国土交通省令で定める。

廃止又は条例委任 3
メルクマールⅴ：規制標識
等

○

第47条の4 第2項 道路標識の設置基準
２ 　道路管理者は、第四十七条第四項の規定による政令で定める基準を特に
明示する必要があると認められる場所には、道路標識を設けなければならな
い。

廃止又は条例委任 3 ○

第48条の3 道路等の交差方式の基準

（道路等との交差の方式）
第四十八条の三 　道路管理者は、前条第一項又は第二項の規定による指定
をした、又はしようとする道路又は道路の部分を道路、軌道、一般自動車道又
は交通の用に供する通路その他の施設（以下この条、次条及び第四十八条の
十四中「道路等」という。）と交差させようとする場合においては、当該交差の方
式は、立体交差としなければならない。ただし、当該道路等の交通量が少ない
場合、地形上やむを得ない場合その他政令で定める場合においては、この限
りでない。

廃止又は条例委任 3 ○

7 駐車場法

6 36 都市公園法

7 1 道路法

講ずべき措置
備考

取組み状況
一部実施又は未実施の理由

（各府省回答）

4 29 道路交通法

分野 通番 法律 条 項
見直し対象

6 4

密集市街地におけ
る防災街区の整備
の促進に関する法
律

6

別表 １凡例

○：勧告通り実施

△：一部実施

◆：存置許容

×：未実施
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(a)　施設・公物設置管理の基準

概要 該当条文（下線部） 見直しの方針 条例制定の主体 １次見直し ２次見直し

講ずべき措置
備考

取組み状況
一部実施又は未実施の理由

（各府省回答）
分野 通番 法律 条 項

見直し対象

別表 １凡例

○：勧告通り実施

△：一部実施

◆：存置許容

×：未実施

第48条の4
自動車専用道路との連結制限
の基準

（自動車専用道路との連結の制限）
第四十八条の四 　次に掲げる施設以外の施設は、第四十八条の二第一項又
は第二項の規定による指定を受けた道路又は道路の部分（以下「自動車専用
道路」という。）と連結させてはならない。
　一 　道路等（軌道を除く。次条第一項及び第四十八条の十四第二項におい
て同じ。）
　二 　当該自動車専用道路の通行者の利便に供するための休憩所、給油所そ
の他の施設又は利用者のうち相当数の者が当該自動車専用道路を通行する
と見込まれる商業施設、レクリエーション施設その他の施設
　三 　第一号に掲げるものを除くほか、前号の施設と当該自動車専用道路とを
連絡する通路その他の施設であつて、専ら同号の施設の利用者の通行の用に
供することを目的として設けられるもの

廃止又は条例委任 3 ○

第48条の11 第2項 出入の制限等基準
２ 　道路管理者は、自動車専用道路の入口その他必要な場所に通行の禁止
又は制限の対象を明らかにした道路標識を設けなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

第48条の15 第4項 通行の制限等基準
４ 　道路管理者は、自転車専用道路等の入口その他必要な場所に通行の禁
止又は制限の対象を明らかにした道路標識を設けなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

8 1 河川法 第13条 第2項 河川管理施設等の構造基準
２ 　河川管理施設又は第二十六条第一項の許可を受けて設置される工作物
のうち、ダム、堤防その他の主要なものの構造について河川管理上必要とされ
る技術的基準は、政令で定める。

廃止又は条例委任 2 ○

第17条 第3項 工事完了の検査等基準

３ 　都道府県知事は、雨水貯留浸透施設の設置を伴う第一項の工事につい
て、前項の検査の結果当該工事が第十一条の政令で定める技術的基準に適
合すると認めたときは、遅滞なく、国土交通省令で定めるところにより、次に掲
げる土地又は建築物等（建築物その他の工作物をいう。以下同じ。）に、当該
技術的基準に適合する雨水貯留浸透施設が存する旨を表示した標識を設けな
ければならない。
　一 　雨水貯留浸透施設の敷地である土地
　二 　建築物等に雨水貯留浸透施設が設置されている場合にあっては、当該
建築物等又はその敷地である土地

廃止又は条例委任 1 ○

第24条 第1項 標識の設置等基準

（標識の設置等）
第二十四条 　都道府県知事は、保全調整池を指定したときは、国土交通省令
で定めるところにより、次に掲げる土地又は建築物等に、保全調整池が存する
旨を表示した標識を設けなければならない。
　一 　保全調整池の敷地である土地
　二 　建築物等に保全調整池が設置されている場合にあっては、当該建築物
等又はその敷地である土地

廃止又は条例委任 1 ○

第17条 第1項 改良住宅の設置基準

（改良住宅の建設）
第十七条 　施行者は、改良地区の指定の日において、改良地区内に居住する
者で、住宅地区改良事業の施行に伴いその居住する住宅を失うことにより、住
宅に困窮すると認められるものの世帯の数に相当する戸数の住宅を建設しな
ければならない。

廃止又は条例委任 3 ×

第17条 第3項 改良住宅の設置基準
３ 　第一項の規定により建設する住宅は、第六条第六項に規定する場合その
他特別の事情がある場合を除き、改良地区内に建設しなければならない。

廃止又は条例委任 3 ×

第17条 第4項 改良住宅の構造基準
４ 　第一項の規定により建設する住宅は、原則として、建築基準法 （昭和二十
五年法律第二百一号）に規定する耐火建築物又は準耐火建築物としなければ
ならない。

廃止又は条例委任 3 ×

第18条 改良住宅の入居者資格

（改良住宅に入居させるべき者）
第十八条 　施行者は、次の各号に掲げる者で、改良住宅への入居を希望し、
かつ、住宅に困窮すると認められるものを改良住宅に入居させなければならな
い。
　一　次に掲げる者で住宅地区改良事業の施行に伴い住宅を失つたもの
　　イ　改良地区の指定の日から引き続き改良地区内に居住していた者。ただ
し、改良地区の指定の日後に別世帯を構成するに至つた者を除く。
　　ロ　イただし書に該当する者及び改良地区の指定の日後に改良地区内に
居住するに至つた者。ただし、政令で定めるところにより、施行者が承認した者
に限る。
　　ハ　改良地区の指定の日後にイ又はロに該当する者と同一の世帯に属す
るに至つた者
　二　前号イ、ロ又はハに該当する者で改良地区の指定の日後に改良地区内
において災害により住宅を失つたもの
　三　前二号に掲げる者と同一の世帯に属する者

廃止又は条例委任 3 ×

第5条 第1項 公営住宅の整備基準
（整備基準）
第五条 　公営住宅の整備は、国土交通省令で定める整備基準に従い、行わな
ければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

第6条 第1項 公営住宅の整備基準

（公営住宅の計画的な整備）
第六条 　公営住宅の整備は、住生活基本法 （平成十八年法律第六十一号）
第十七条第一項に規定する都道府県計画（以下単に「都道府県計画」という。）
に基づいて行わなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

第20条
家賃等以外の金品徴収等の禁
止

（家賃等以外の金品徴収等の禁止）
第二十条 　事業主体は、公営住宅の使用に関し、その入居者から家賃及び敷
金を除くほか、権利金その他の金品を徴収し、又はその入居者に不当な義務
を課することができない。

廃止又は条例委任 3 ×

昨今、賃貸住宅の更新料徴収を無効とする判決が出さ
れるなど、賃貸住宅に係る家賃及び敷金以外の金品の
徴収の可否に関しては、社会的関心が高まっているとこ
ろ。

本規定の廃止又は条例委任を行った場合、入居者から
権利金その他の金品を徴収し、又はその入居者に不当
な義務を課すことを、国として認容するような政策判断
を行ったものとの誤解を招くおそれがあり、適切でない。

第21条 修繕の義務

（修繕の義務）
第二十一条 　事業主体は、公営住宅の家屋の壁、基礎、土台、柱、床、はり、
屋根及び階段並びに給水施設、排水施設、電気施設その他の国土交通省令
で定める附帯施設について修繕する必要が生じたときは、遅滞なく修繕しなけ
ればならない。ただし、入居者の責めに帰すべき事由によつて修繕する必要が
生じたときは、この限りでない。

廃止又は条例委任 3 ×

本規定の廃止又は条例委任を行った場合、事業主体が
公営住宅の修繕を行う義務がないものと国として認容
するような政策判断を行ったものとの誤解を招くおそれ
があり、適切でない。

第23条 公営住宅の入居者資格

（入居者資格）
第二十三条 　公営住宅の入居者は、少なくとも次の各号（老人、身体障害者そ
の他の特に居住の安定を図る必要がある者として政令で定める者（次条第二
項において「老人等」という。）にあつては、第二号及び第三号）の条件を具備
する者でなければならない。
　一　現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが事実上婚
姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。第二十七条第五
項及び附則第十五項において同じ。）があること。
　二　その者の収入がイ、ロ又はハに掲げる場合に応じ、それぞれイ、ロ又は
ハに掲げる金額を超えないこと。
　　イ　入居者が身体障害者である場合その他の特に居住の安定を図る必要
があるものとして政令で定める場合　入居者又は同居者の居住の安定を図る
ため必要なものとして政令で定める金額以下で事業主体が条例で定める金額
　　ロ　公営住宅が、第八条第一項若しくは第三項若しくは激甚災害に対処す
るための特別の財政援助等に関する法律第二十二条第一項の規定による国
の補助に係るもの又は第八条第一項 各号の一に該当する場合において事業
主体が災害により滅失した住宅に居住していた低額所得者に転貸するため借
り上げるものである場合　災害により滅失した住宅に居住していた低額所得者
の居住の安定を図るため必要なものとして政令で定める金額以下で事業主体
が条例で定める金額
　　ハ　イ及びロに掲げる場合以外の場合　イ又はロの政令で定める金額のい
ずれをも超えない範囲内で政令で定める金額
　三　現に住宅に困窮していることが明らかな者であること。

廃止又は条例委任 3 ○

第118条 第1項 公営住宅への入居基準

（公営住宅への入居）
第百十八条 　前条の規定による申出に係る賃借人代替住宅又は転出区分所
有者代替住宅が公営住宅である場合において、当該申出をした者が公営住宅
法第二十三条各号に掲げる条件に該当する者であるときは、当該公営住宅を
管理する地方公共団体は、同法第二十二条第一項及び第二十五条第一項の
規定にかかわらず、その者を当該公営住宅に入居させるものとする。

廃止又は条例委任 3 ○

第119条 第1項
特定公共賃貸住宅への入居基
準

（特定公共賃貸住宅への入居）
第百十九条 　第百十七条の規定による申出に係る賃借人代替住宅又は転出
区分所有者代替住宅が特定公共賃貸住宅である場合において、当該申出をし
た者が特定優良賃貸住宅法第十八条第二項 に規定する国土交通省令で定め
る基準のうち入居者の資格に係るものに該当する者であるときは、当該特定公
共賃貸住宅を管理する地方公共団体は、その者を当該特定公共賃貸住宅に
入居させるものとする。

廃止又は条例委任 3 ○

9 13
マンションの建替え
の円滑化等に関す
る法律

公営住宅法69

　住宅地区改良事業については、その歴史的背景への
配慮の重要性に鑑みて、従来より国が関与を求められ
てきたところであり、本規定の廃止又は条例委任は適
切でない。
　また、本規定は、不良住宅の除去、土地の収用等、私
人の権利に関する強制力を伴った行為が行われること
となる事業の性格に鑑みて、従前居住者の権利の保護
の観点から当然に必要なものであると言える。

7 1 道路法

8 7
特定都市河川浸水
被害対策法

9 2 住宅地区改良法
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(a)　施設・公物設置管理の基準

概要 該当条文（下線部） 見直しの方針 条例制定の主体 １次見直し ２次見直し

講ずべき措置
備考

取組み状況
一部実施又は未実施の理由

（各府省回答）
分野 通番 法律 条 項

見直し対象

別表 １凡例

○：勧告通り実施

△：一部実施

◆：存置許容

×：未実施

第120条 第1項
高齢者向け公共賃貸住宅への
入居基準

（高齢者向け公共賃貸住宅への入居）
第百二十条 　第百十七条の規定による申出に係る賃借人代替住宅又は転出
区分所有者代替住宅が高齢者向け公共賃貸住宅である場合において、当該
申出をした者が高齢者居住安定確保法第四十九条第一項第三号 に規定する
入居者の資格に該当する者であるときは、当該高齢者向け公共賃貸住宅を管
理する地方公共団体は、その者を当該高齢者向け公共賃貸住宅に入居させる
ものとする。

廃止又は条例委任 3 ○

第121条 第1項 市町村借上住宅への入居基準

（市町村借上住宅への入居）
第百二十一条 　第百十七条の規定による申出に係る賃借人代替住宅又は転
出区分所有者代替住宅が市町村借上住宅である場合においては、当該市町
村借上住宅を管理する市町村は、当該申出をした者を当該市町村借上住宅に
入居させるものとする。

廃止又は条例委任 2 ○

第3条 第1項 認定こども園の設備・運営基準

（教育、保育等を総合的に提供する施設の認定等）
第三条 　幼稚園又は保育所等（以下「施設」という。）の設置者（都道府県を除
く。）は、その設置する施設が次に掲げる要件に適合している旨の都道府県知
事（保育所に係る児童福祉法 の規定による認可その他の処分をする権限に係
る事務を地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第百八十条の二 の規
定に基づく都道府県知事の委任を受けて当該都道府県の教育委員会が行う場
合その他の文部科学省令・厚生労働省令で定める場合にあっては、都道府県
の教育委員会。以下同じ。）の認定を受けることができる。
一 　当該施設が幼稚園である場合にあっては、幼稚園教育要領（学校教育法
第二十五条 の規定に基づき幼稚園の教育課程その他の保育内容に関して文
部科学大臣が定めるものをいう。）に従って編成された教育課程に基づく教育
を行うほか、当該教育のための時間の終了後、当該幼稚園に在籍している子
どものうち児童福祉法第三十九条第一項 に規定する幼児に該当する者に対
する保育を行うこと。
二 　当該施設が保育所等である場合にあっては、児童福祉法第三十九条第一
項 に規定する幼児に対する保育を行うほか、当該幼児以外の満三歳以上の
子ども（当該施設が保育所である場合にあっては、当該保育所が所在する市
町村（特別区を含む。以下同じ。）における同法第二十四条第二項 に規定する
保育の実施に対する需要の状況に照らして適当と認められる数の子どもに限
る。）を保育し、かつ、満三歳以上の子どもに対し学校教育法第二十三条 各号
に掲げる目標が達成されるよう保育を行うこと。
三 　子育て支援事業のうち、当該施設の所在する地域における教育及び保育
に対する需要に照らし当該地域において実施することが必要と認められるもの
を、保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の下で行うこと。
四 　文部科学大臣と厚生労働大臣とが協議して定める施設の設備及び運営に
関する基準を参酌して都道府県の条例で定める認定の基準に適合すること。

廃止又は条例委任 1
参酌すべき基準の一層の
弾力化、大綱化

△

（１） ○
　　１～２号
　　４号（１）平成２２年通常国会
　条例に委任した上で、「従うべき基準」とする。なお、現
在、厚生労働省において、保育制度の改革を含む次世
代育成支援改革の検討が進められており、文部科学省
と厚生労働省が連携して、財政当局とも調整しつつ、こ
の改革の検討とあわせて、認定こども園制度の改革に
ついて検討。

（２） ○
（２）既に参酌基準となっており、条例に委任していると
ころ。

第3条 第2項 認定こども園の設備・運営基準

２ 　幼稚園及び保育所等のそれぞれの用に供される建物及びその附属設備
が一体的に設置されている場合における当該幼稚園及び保育所等（以下「幼
保連携施設」という。）の設置者（都道府県を除く。）は、その設置する幼保連携
施設が次に掲げる要件に適合している旨の都道府県知事の認定を受けること
ができる。
一 　次のいずれかに該当する施設であること。
　イ　当該幼保連携施設を構成する保育所等において、満三歳以上の子どもに
対し学校教育法第二十三条 各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行い、
かつ、当該保育を実施するに当たり当該幼保連携施設を構成する幼稚園との
緊密な連携協力体制が確保されていること。
　ロ　当該幼保連携施設を構成する保育所等に入所していた子どもを引き続き
当該幼保連携施設を構成する幼稚園に入園させて一貫した教育及び保育を行
うこと。
二 　子育て支援事業のうち、当該幼保連携施設の所在する地域における教育
及び保育に対する需要に照らし当該地域において実施することが必要と認めら
れるものを、保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の下で行うこと。
三 　文部科学大臣と厚生労働大臣とが協議して定める施設の設備及び運営に
関する基準を参酌して都道府県の条例で定める認定の基準に適合すること。

廃止又は条例委任 1
参酌すべき基準の一層の
弾力化、大綱化

△

（１） ○
　　１号
（１）平成２２年通常国会
　条例委任した上で「従うべき基準」とする。なお、現
在、厚生労働省において、保育制度の改革を含む次世
代育成支援改革の検討が進められており、文部科学省
と厚生労働省が連携して、財政当局とも調整しつつ、こ
の改革の検討とあわせて、認定こども園制度の改革に
ついて検討。

（２） ○
　　３号
（２）既に参酌基準となっており、条例に委任していると
ころ。

第6条 第2項 認定こども園の表示基準

２ 　認定こども園（第三条第一項又は第二項の認定を受けた施設及び同条第
三項の規定による公示がされた施設をいう。以下同じ。）の設置者は、その建
物又は敷地の公衆の見やすい場所に、当該施設が認定こども園である旨の表
示をしなければならない。

廃止又は条例委任 1 ○

第3条 学校の設置基準
第三条　学校を設置しようとする者は、学校の種類に応じ、文部科学大臣の定
める設備、編制その他に関する設置基準に従い、これを設置しなければならな
い。

廃止又は条例委任 1 △
・学校設置基準の具体的な内容について、地方公共団
体からの要望等を踏まえ、精査する方向で対応してま
いりたい。（省令）

第128条 専修学校の設置基準

第百二十八条　専修学校は、次に掲げる事項について文部科学大臣の定める
基準に適合していなければならない。
　一　目的、生徒の数又は課程の種類に応じて置かなければならない教員の
数
　二　目的、生徒の数又は課程の種類に応じて有しなければならない校地及び
校舎の面積並びにその位置及び環境
　三　目的、生徒の数又は課程の種類に応じて有しなければならない設備
　四　目的又は課程の種類に応じた教育課程及び編制の大綱

廃止又は条例委任 1 △

専修学校の一定の教育水準を維持しつつ、専修学校制
度を制度として存立させるための基準たる設置基準に
ついては、平成22年度より開始した高等学校等就学支
援金制度(いわゆる高校等無償化)において、専修学校
高等課程の生徒が支給対象となっていることに鑑みて
も、国により定めることは引き続き必要である。ただし、
現行設置基準の内容については、地方公共団体からの
具体的な要望等が確認された場合には、それらを踏ま
えて、具体的な内容について精査をすることとし、精査
の結果、支障がないと認められる場合には、これを参酌
基準等とした上で条例委任する。

第129条 第2項 専修学校の校長資格
２　専修学校の校長は、教育に関する識見を有し、かつ、教育、学術又は文化
に関する業務に従事した者でなければならない。

廃止又は条例委任 1 ×

第129条 第3項 専修学校の教員資格
３　専修学校の教員は、その担当する教育に関する専門的な知識又は技能に
関し、文部科学大臣の定める資格を有する者でなければならない。

廃止又は条例委任 1 ×

第3条 第1項 学級編制の標準

　（学級編制の標準）
第三条　公立の義務教育諸学校の学級は、同学年の児童又は生徒で編制す
るものとする。ただし、当該義務教育諸学校の児童又は生徒の数が著しく少い
かその他特別の事情がある場合においては、政令で定めるところにより、数学
年の児童又は生徒を一学級に編制することができる。

廃止又は条例委任 3 ×

・学級編制に関する権限の都道府県から市町村への移
譲については、第１次勧告以降、人事権及び給与負担
等の移譲とあわせて地方関係団体の関係者等と検討を
行っているが、都道府県と市町村の間の意見の隔たり
が大きい。そのため、関係者間で一致した見解が得ら
れるよう、内閣府及び総務省においてもご尽力いただき
たい。文部科学省としては、教育環境整備全体の総合
的な検討を行う中で検討を行ってまいりたい。

第4条 学級編制の基準

　（学級編制）
第四条　公立の義務教育諸学校の学級編制は、前条第二項又は第三項の規
定により都道府県の教育委員会が定めた基準に従い、当該学校を設置する地
方公共団体の教育委員会が行う。

廃止又は条例委任 3 ○

第6条 小中学校等教職員定数の標準

　（小中学校等教職員定数の標準）
第六条　各都道府県ごとの、公立の小学校及び中学校並びに中等教育学校の
前期課程（学校給食法第五条の二に規定する施設を含む。）に置くべき教職員
の総数（以下「小中学校等教職員定数」という。）は、次条、第七条第一項及び
第二項並びに第八条から第九条までに規定する数を合計した数を標準として
定めるものとする。この場合においては、それぞれ、当該各条に規定する数を
標準として、当該各条に定める教職員の職の種類の区分ごとの総数を定めな
ければならない。

廃止又は条例委任 3 ×

第6条の2
小中学校等教職員定数の標準
（校長の数）

第六条の二　校長の数は、小学校及び中学校並びに中等教育学校の前期課
程の数の合計数に一を乗じて得た数とする。

廃止又は条例委任 3 ×

第7条 第1項
小中学校等教職員定数の標準
（教頭及び教諭等の数）

第七条　副校長、教頭、主幹教諭（養護又は栄養の指導及び管理をつかさどる
主幹教諭を除く。）、指導教諭、教諭、助教諭及び講師（以下「教頭及び教諭
等」という。）の数は、次に定めるところにより算定した数を合計した数とする。
　一　次の表の上欄に掲げる学校の種類ごとに同表の中欄に掲げる学校規模
ごとの学校の学級総数に当該学校規模に応ずる同表の下欄に掲げる数を乗じ
て得た数（一未満の端数を生じたときは、一に切り上げる。以下同じ。）の合計
数
　　（「次の表」は省略）
　二　二十七学級以上の小学校の数と二十四学級以上の中学校（中等教育学
校の前期課程を含む。）の数との合計数に一を乗じて得た数
　三　三十学級以上の小学校の数に二分の一を乗じて得た数、十八学級から
二十九学級までの中学校（中等教育学校の前期課程を含む。以下この号にお
いて同じ。）の数に一を乗じて得た数及び三十学級以上の中学校の数に二分
の三を乗じて得た数の合計数
　四　小学校の分校の数と中学校（中等教育学校の前期課程を含む。）の分校
の数との合計数に一を乗じて得た数
　五　次の表の上欄に掲げる寄宿する児童又は生徒の数の区分ごとの寄宿舎
を置く小学校及び中学校並びに中等教育学校の前期課程の数の合計数に当
該区分に応ずる同表の下欄に掲げる数を乗じて得た数の合計数
　　（「次の表」は省略）

廃止又は条例委任 3 ×

10 3 学校教育法

　専修学校の一定の教育水準を維持しつつ、専修学校
制度を制度として存立させるための基準たる設置基準
については、平成22年度より開始した高等学校等就学
支援金制度(いわゆる高校等無償化)において、専修学
校高等課程の生徒が支給対象となっていることに鑑み
ても、国により定めることは引き続き必要である。ただ
し、現行設置基準の内容については、地方公共団体か
らの具体的な要望等が確認された場合には、それらを
踏まえて、具体的な内容について精査をすることとし、
精査の結果、支障がないと認められる場合には、これを
参酌基準等とした上で条例委任する。

10 4

公立義務教育諸学
校の学級編制及び
教職員定数の標準
に関する法律

法に基づき計算される教
職員定数は「教職員の総
数」ではなく「県費負担教
職員」の総数であることを
法文上も明確化

・学級編制に関する権限の都道府県から市町村への移
譲については、第１次勧告以降、人事権及び給与負担
等の移譲とあわせて地方関係団体の関係者等と検討を
行っているが、都道府県と市町村の間の意見の隔たり
が大きい。そのため、関係者間で一致した見解が得ら
れるよう、内閣府及び総務省においてもご尽力いただき
たい。文部科学省としては、教育環境整備全体の総合
的な検討を行う中で検討を行ってまいりたい。

9 13
マンションの建替え
の円滑化等に関す
る法律

就学前の子どもに
関する教育、保育
等の総合的な提供
の推進に関する法
律

210

3



(a)　施設・公物設置管理の基準

概要 該当条文（下線部） 見直しの方針 条例制定の主体 １次見直し ２次見直し

講ずべき措置
備考

取組み状況
一部実施又は未実施の理由

（各府省回答）
分野 通番 法律 条 項

見直し対象

別表 １凡例

○：勧告通り実施

△：一部実施

◆：存置許容

×：未実施

第7条 第2項
小中学校等教職員定数の標準
（教頭及び教諭等の数）

２　小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程において、児童又は
生徒の心身の発達に配慮し個性に応じた教育を行うため、複数の教頭及び教
諭等の協力による指導が行われる場合、少数の児童若しくは生徒により構成さ
れる集団を単位として指導が行われる場合又は教育課程（小学校の教育課程
を除く。）の編成において多様な選択教科が開設される場合には、前項の規定
により算定した数に政令で定める数を加えた数を教頭及び教諭等の数とする。

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第7条 第3項
小中学校等教職員定数の標準
（教頭及び教諭等の数）

３　前二項に定めるところにより算定した数（以下この項において「小中学校等
教頭教諭等標準定数」という。）のうち、副校長及び教頭の数は二十七学級以
上の小学校の数と二十四学級以上の中学校（中等教育学校の前期課程を含
む。以下この項において同じ。）の数との合計数に二を乗じて得た数、九学級
から二十六学級までの小学校の数と六学級から二十三学級までの中学校の
数との合計数に一を乗じて得た数、六学級から八学級までの小学校の数に四
分の三を乗じて得た数並びに三学級から五学級までの中学校の数に二分の一
を乗じて得た数の合計数（以下この項において「小中学校等教頭等標準定数」
という。）とし、主幹教諭（養護又は栄養の指導及び管理をつかさどる主幹教諭
を除く。）、指導教諭、教諭、助教諭及び講師の数は小中学校等教頭教諭等標
準定数から小中学校等教頭等標準定数を減じて得た数とする。

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第8条
小中学校等教職員定数の標準
（養護教諭等の数）

第八条　養護をつかさどる主幹教諭、養護教諭及び養護助教諭（以下「養護教
諭等」という。）の数は、次に定めるところにより算定した数を合計した数とす
る。
　一　三学級以上の小学校及び中学校並びに中等教育学校の前期課程の数
の合計数に一を乗じて得た数
　二　児童の数が八百五十一人以上の小学校の数と生徒の数が八百一人以
上の中学校（中等教育学校の前期課程を含む。）の数との合計数に一を乗じて
得た数
　三　医療機関（医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第一条の五に規定す
る病院又は診療所をいう。）が存しない市町村の数等を考慮して政令で定める
ところにより算定した数

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第8条の2
小中学校等教職員定数の標準
（栄養教諭等の数）

第八条の二　栄養の指導及び管理をつかさどる主幹教諭、栄養教諭並びに学
校栄養職員（以下「栄養教諭等」という。）の数は、次に定めるところにより算定
した数を合計した数とする。
　一　学校給食（給食内容がミルクのみである給食を除く。第十三条の二にお
いて同じ。）を実施する小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程で
専ら当該学校又は当該課程の学校給食を実施するために必要な施設を置くも
の（以下この号において「単独実施校」という。）のうち児童又は生徒の数が五
百五十人以上のもの（次号において「五百五十人以上単独実施校」という。）の
数の合計数に一を乗じて得た数と単独実施校のうち児童又は生徒の数が五百
四十九人以下のもの（以下この号及び次号において「五百四十九人以下単独
実施校」という。）の数の合計数から同号に該当する市町村の設置する五百四
十九人以下単独実施校の数の合計数を減じて得た数に四分の一を乗じて得た
数との合計数
　二　五百五十人以上単独実施校又は共同調理場（学校給食法第五条の二に
規定する施設をいう。以下同じ。）を設置する市町村以外の市町村で当該市町
村の設置する五百四十九人以下単独実施校の数の合計数が一以上三以下の
市町村の数に一を乗じて得た数
　三　次の表の上欄に掲げる共同調理場に係る小学校及び中学校並びに中等
教育学校の前期課程の児童及び生徒（給食内容がミルクのみである給食を受
ける者を除く。以下この号において同じ。）の数の区分ごとの共同調理場の数
に当該区分に応ずる同表の下欄に掲げる数を乗じて得た数の合計数
　　（「次の表」は省略）

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第9条
小中学校等教職員定数の標準
（事務職員の数）

第九条　事務職員の数は、次に定めるところにより算定した数を合計した数と
する。
　一　四学級以上の小学校及び中学校並びに中等教育学校の前期課程の数
の合計数に一を乗じて得た数
　二　三学級の小学校及び中学校並びに中等教育学校の前期課程の数の合
計数に四分の三を乗じて得た数
　三　二十七学級以上の小学校の数に一を乗じて得た数と二十一学級以上の
中学校（中等教育学校の前期課程を含む。）の数に一を乗じて得た数との合計
数
　四　就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励についての国の援助に関する
法律（昭和三十一年法律第四十号）第二条に規定する保護者（同条に規定す
る費用等の支給を受けるものに限る。）及びこれに準ずる程度に困窮している
者で政令で定めるものの児童又は生徒の数が著しく多い小学校若しくは中学
校又は中等教育学校の前期課程で政令で定めるものの数の合計数に一を乗
じて得た数

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第10条
特別支援学校教職員定数の標
準

　（特別支援学校教職員定数の標準）
第十条 　各都道府県ごとの、公立の特別支援学校の小学校及び中学部に置く
べき教職員の総数（以下「特別支援学校教職員定数」という。）は、次条、第十
一条第一項及び第十二条から第十四条までに規定する数を合計した数を標準
として定めるものとする。

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第10条の2
特別支援学校教職員定数の標
準（校長の数）

第十条の二　校長の数は、特別支援学校の数に一を乗じて得た数とする。 廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第11条 第1項
特別支援学校教職員定数の標
準（教頭及び教諭等の数）

第十一条　教頭及び教諭等の数は、次に定めるところにより算定した数を合計
した数とする。
　一　次の表の上欄に掲げる部の別ごとに同表の中欄に掲げる部の規模ごと
の部の学級総数に当該部の規模に応ずる同表の下欄に掲げる数を乗じて得
た数の合計数
　　（「次の表」は省略）
　二　小学部及び中学部の学級数が二十七学級以上の特別支援学校の数に
二を乗じて得た数と中学部の学級数が十八学級以上の特別支援学校の数に
一を乗じて得た数との合計数
　三　小学部及び中学部の児童及び生徒の数が百一人から百五十人までの特
別支援学校の数に一を乗じて得た数、小学部及び中学部の児童及び生徒の
数が百五十一人から二百人までの特別支援学校の数に二を乗じて得た数並
びに小学部及び中学部の児童及び生徒の数が二百一人以上の特別支援学校
の数に三を乗じて得た数の合計数
　四　次の表の上欄に掲げる特別支援学校の区分ごとの学校（小学部及び中
学部が置かれていないものを除く。）の数に当該特別支援学校の区分に応ずる
同表の下欄に掲げる数を乗じて得た数の合計数と小学部及び中学部の学級
数が七学級以上の特別支援学校ごとに当該学校の小学部及び中学部の学級
数から六を減じて得た数に四分の一（肢体不自由者である児童又は生徒に対
する教育を主として行う特別支援学校にあつては、三分の一）を乗じて得た数
の合計数とを合計した数
　　（「次の表」は省略）
　五　特別支援学校の分校の数に一を乗じて得た数
　六　次の表の上欄に掲げる寄宿する小学部及び中学部の児童及び生徒の数
の区分ごとの寄宿舎を置く特別支援学校の数に当該区分に応ずる同表の下欄
に掲げる数を乗じて得た数の合計
　　（「次の表」は省略）

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第11条 第2項
特別支援学校教職員定数の標
準（教頭及び教諭等の数）

２　前項に定めるところにより算定した数（以下この項において「特別支援学校
教頭教諭等標準定数」という。）のうち、副校長及び教頭の数は小学部及び中
学部の学級数が六学級から二十六学級までの特別支援学校の数に一を乗じ
て得た数と小学部及び中学部の学級数が二十七学級以上の特別支援学校の
数に二を乗じて得た数との合計数（以下この項において「特別支援学校教頭等
標準定数」という。）とし、主幹教諭（養護又は栄養の指導及び管理をつかさど
る主幹教諭を除く。）、指導教諭、教諭、助教諭及び講師の数は特別支援学校
教頭教諭等標準定数から特別支援学校教頭等標準定数を減じて得た数とす
る。

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第12条
特別支援学校教職員定数の標
準（養護教諭等の数）

第十二条　養護教諭等の数は、特別支援学校の数に一（小学部及び中学部の
児童及び生徒の数が六十一人以上の特別支援学校にあつては、二）を乗じて
得た数とする。

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第13条
特別支援学校教職員定数の標
準（寄宿舎指導員の数）

第十三条　寄宿舎指導員の数は、寄宿舎を置く特別支援学校ごとに次に定め
るところにより算定した数の合計数（その数が十二に達しない場合にあつて
は、十二）を合計した数とする。
　一　寄宿舎に寄宿する小学部及び中学部の児童及び生徒（肢体不自由者で
ある児童及び生徒を除く。）の数の合計数に五分の一を乗じて得た数
　二　寄宿舎に寄宿する肢体不自由者である小学部及び中学部の児童及び生
徒の数の合計数に三分の一を乗じて得た数

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

法に基づき計算される教
職員定数は「教職員の総
数」ではなく「県費負担教
職員」の総数であることを
法文上も明確化

法に基づき計算される教
職員定数は「教職員の総
数」ではなく「県費負担教
職員」の総数であることを
法文上も明確化
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(a)　施設・公物設置管理の基準

概要 該当条文（下線部） 見直しの方針 条例制定の主体 １次見直し ２次見直し

講ずべき措置
備考

取組み状況
一部実施又は未実施の理由

（各府省回答）
分野 通番 法律 条 項

見直し対象

別表 １凡例

○：勧告通り実施

△：一部実施

◆：存置許容

×：未実施

第13条の2
特別支援学校教職員定数の標
準（栄養教諭等の数）

第十三条の二　栄養教諭等の数は、学校給食を実施する特別支援学校の数
に一を乗じて得た数とする。

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第14条
特別支援学校教職員定数の標
準（事務職員の数）

第十四条　事務職員の数は、特別支援学校の小学部及び中学部の部の数の
合計数に一を乗じて得た数とする。

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第15条 教職員定数算定の特例

　（教職員定数の算定に関する特例）
第十五条　第七条から第九条まで及び第十一条から前条までの規定により教
頭及び教諭等、養護教諭等、栄養教諭等、寄宿舎指導員並びに事務職員の数
を算定する場合において、次に掲げる事情があるときは、これらの規定により
算定した数に、それぞれ政令で定める数を加えるものとする。
　一　小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程の存する地域の社
会的条件についての政令で定める教育上特別の配慮を必要とする事情
　二　小学校若しくは中学校若しくは中等教育学校の前期課程（第八条の二第
三号の規定により栄養教諭等の数を算定する場合にあつては、共同調理場に
係る小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程とする。）又は聴覚
障害者である児童若しくは生徒に対する教育を主として行う特別支援学校の小
学部若しくは中学部において教育上特別の配慮を必要とする児童又は生徒に
対する特別の指導であつて政令で定めるものが行われていること。
　三　主幹教諭を置く小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程の
運営体制の整備について特別の配慮を必要とする事情として政令で定めるも
の
　四　小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程において多様な教
育を行うための諸条件の整備に関する事情であつて事務処理上特別の配慮を
必要とするものとして政令で定めるもの
　五　当該学校の教職員が教育公務員特例法（昭和二十四年法律第一号）第
二十二条第三項に規定する長期にわたる研修を受けていること、当該学校に
おいて教育指導の改善に関する特別な研究が行われていることその他の政令
で定める特別の事情

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第16条 第1項 分校等への適用

　（分校等についての適用）
第十六条　第七条から第九条まで及び第十一条から前条までの規定（第七条
第一項第四号、第八条第一号及び第二号、第八条の二第一号及び第二号、
第九条第一号及び第二号並びに第十一条第一項第五号の規定を除く。）の適
用について、本校及び分校は、それぞれ一の学校とみなす。

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第16条 第2項 分校等への適用

２　義務教育諸学校の統合に伴い必要となつた校舎の建築が完成しないた
め、統合前の学校の校舎で授業を行なつている場合には、統合に伴い必要と
なつた校舎の建築が完成するまでは、第七条から第九条まで及び第十一条か
ら前条までの規定の適用については、統合前の学校は、それぞれ一の学校と
みなす。

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第16条 第3項 分校等への適用

３　第八条第一号又は第九条第一号の規定の適用については、同一の設置者
が設置する小学校と中学校（中等教育学校の前期課程を含む。以下この項に
おいて同じ。）でこれらの規定の適用の区分に従いそれぞれ政令で定める規模
のものの敷地が同一である場合又は政令で定める距離の範囲内に存する場
合には、当該小学校及び中学校は、一の学校とみなす。

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第17条 第1項
短時間勤務の職を占める者等
の換算基準

　（教職員定数の短時間勤務の職を占める者等の数への換算）
第十七条　第六条の二から第九条まで又は第十条の二から第十四条までに定
めるところにより算定した教職員の数は、政令で定めるところにより、公立の義
務教育諸学校（共同調理場を含む。）に置く校長、副校長、教頭、主幹教諭、指
導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師、寄宿舎指導
員、学校栄養職員又は事務職員で地方公務員法（昭和二十五年法律第二百
六十一号）第二十八条の五第一項に規定する短時間勤務の職を占める者の
数に換算することができる。

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第17条 第2項
短時間勤務の職を占める者等
の換算基準

２　第七条又は第十一条に定めるところにより算定した教頭及び教諭等の数
は、政令で定めるところにより、公立の義務教育諸学校に置く非常勤の講師
（地方公務員法第二十八条の五第一項に規定する短時間勤務の職を占める
者及びその配置の目的等を考慮して政令で定める者を除く。）の数に換算する
ことができる。

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

第18条
教職員定数に含まない数の基
準

　（教職員定数に含まない数）
第十八条　第六条及び第十条の規定による小中学校等教職員定数及び特別
支援学校教職員定数には、次に掲げる者に係るものを含まないものとする。
　一　休職者
　二　教育公務員特例法第二十六条第一項の規定により同項 に規定する大
学院修学休業をしている者
　三　地方公務員法第二十六条の五第一項の規定により同項 に規定する自
己啓発等休業をしている者
　四　女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律（昭和三
十年法律第百二十五号）第三条第一項（同条第三項において準用する場合を
含む。）の規定により臨時的に任用される者
　五　地方公務員の育児休業等に関する法律（平成三年法律第百十号）第六
条第一項の規定により任期を定めて採用される者及び臨時的に任用される者

廃止又は条例委任 3 ×

・義務標準法及び市町村立学校職員給与負担法をあわ
せ読めば、ご指摘の趣旨は既に明らかとなっている。地
方自治体にはその趣旨が十分に周知されているところ
であるが、地方からの求めがあれば、趣旨を確認する
文書を地方自治体に発出する用意はある。

10 5

公立高等学校の適
正配置及び教職員
定数の標準等に関
する法律

第5条
公立高等学校の収容定員の基
準

第五条　公立の高等学校における学校規模は、その生徒の収容定員が、本校
又は分校の別に従い、本校にあつては二百四十人、分校にあつては政令で定
める数を下らないものとする。ただし、本校における生徒の収容定員について
は、夜間において授業を行う定時制の課程のみを置くものである場合その他政
令で定める特別の理由がある場合は、この限りでない。

廃止又は条例委任 1 ○

10 14 社会教育法 第30条 第1項
公民館運営審議会の委員の資
格

第三十条　市町村の設置する公民館にあつては、公民館運営審議会の委員
は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者
並びに学識経験のある者の中から、市町村の教育委員会が委嘱する。

廃止又は条例委任 2 ○

10 15 図書館法 第15条 図書館協議会の委員の資格
第十五条　図書館協議会の委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭
教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から、教育委
員会が任命する。

廃止又は条例委任 3 ○

第12条 博物館登録の要件

　（登録要件の審査）
第十二条　都道府県の教育委員会は、前条の規定による登録の申請があつた
場合においては、当該申請に係る博物館が左に掲げる要件を備えているかど
うかを審査し、備えていると認めたときは、同条第一項各号に掲げる事項及び
登録の年月日を博物館登録原簿に登録するとともに登録した旨を当該登録申
請者に通知し、備えていないと認めたときは、登録しない旨をその理由を附記
した書面で当該登録申請者に通知しなければならない。
　一　第二条第一項に規定する目的を達成するために必要な博物館資料があ
ること。
　二　第二条第一項に規定する目的を達成するために必要な学芸員その他の
職員を有すること。
　三　第二条第一項に規定する目的を達成するために必要な建物及び土地が
あること。
　四　一年を通じて百五十日以上開館すること。

廃止又は条例委任 1 ×

　第１２条は、博物館としての機能を果たすために当然
に備えるべき、最低限の人的・物的要件を定義的に定
めたものであり、これらの要件のうち、いずれかが欠け
ることにより博物館の質が著しく低下することとなる。こ
のような観点から、博物館関係者が条例委任には強く
反発しており（※）、また、都道府県教育委員会からも、
制度改正を要望する意見はないため、関係者の納得を
得ることが必要である。このため、条例委任する場合に
は、従うべき基準とするなど、博物館の質を担保するた
めの措置をとることが不可欠である。
　また、同条は、博物館法の基幹部分であり、同条の改
正は博物館法体系全体に影響を及ぼすことから、中央
教育審議会などにおける審議が必要である。
　上記の条件を満たすことができれば、従うべき基準を
国として定めた上で条例委任する。
　※　財団法人日本博物館協会、全日本博物館学会、
自然史学会連合（37の学協会が加盟）等、26団体から、
博物館法第12条に規定する登録審査の要件について
の改正に反対する要望書が出されている。

第21条 博物館協議会の委員の資格
第二十一条　博物館協議会の委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家
庭教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から、当該
博物館を設置する地方公共団体の教育委員会が任命する。

廃止又は条例委任 3 ○

10 16 博物館法

法に基づき計算される教
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(a)　施設・公物設置管理の基準

概要 該当条文（下線部） 見直しの方針 条例制定の主体 １次見直し ２次見直し

講ずべき措置
備考

取組み状況
一部実施又は未実施の理由

（各府省回答）
分野 通番 法律 条 項

見直し対象

別表 １凡例

○：勧告通り実施

△：一部実施

◆：存置許容

×：未実施

第5条の2 第1項
へき地学校等の指定基準
へき地手当の支給基準

　（へき地手当等）
第五条の二　都道府県は、条例で定めるところにより、文部科学省令で定める
基準に従い条例で指定するへき地学校並びにこれに準ずる学校及び共同調理
場（以下「へき地学校等」という。）に勤務する教員及び職員（地方公務員法（昭
和二十五年法律第二百六十一号）第二十八条の四第一項、第二十八条の五
第一項若しくは第二十八条の六第一項若しくは第二項、地方公務員の育児休
業等に関する法律（平成三年法律第百十号）第十八条第一項又は地方公共団
体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成十四年法律第四十八号）
第五条の規定により採用された教員及び職員（次条第一項において「再任用
教職員等」という。）を除く。）に対して、へき地手当を支給しなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

第5条の2 第2項 へき地手当の月額支給基準
２　へき地手当の月額は、給料及び扶養手当の月額の合計額の百分の二十五
を超えない範囲内で、文部科学省令で定める基準に従い、条例で定める。

廃止又は条例委任 3 ○

第5条の2 第3項
へき地手当と地域手当等との調
整基準

３　へき地学校等が当該学校に勤務する教員及び職員に対し地域手当が支給
される地域に所在する場合におけるへき地手当と地域手当その他の手当との
調整等に関し必要な事項は、文部科学省令で定める基準に従い、条例で定め
る。

廃止又は条例委任 3 ○

12 28 家畜改良増殖法 第31条
家畜人工授精所の構造、設備
及び器具の基準

第三十一条 　センター又は都道府県が開設する家畜人工授精所その他家畜
人工授精又は家畜受精卵移植を行うためセンター又は都道府県が開設する施
設は、第25条第1項の構造、設備及び器具を備えなければならない。

廃止又は条例委任 1 ×

食の安全・環境保全・災害等に対するセーフティネットの
確保のため存置する必要。

法第31条は、家畜人工授精等を的確かつ衛生的に実
施するため必要な構造等を備えることを義務付けるも
のである。それらの構造等が備えられない場合、家畜
人工授精等が衛生的に行われず、家畜疾病が広域的
にまん延するおそれが生じる。したがって、広域にわた
る食の安全を確保する上で、本義務付けを存置する必
要がある。

15 2 採石法 第33条の15 標識の掲示基準

　（標識の掲示）
第三十三条の十五　第三十三条の認可を受けた採石業者は、当該認可に係る
岩石採取場の見やすい場所に、経済産業省令で定めるところにより、氏名又は
名称、登録番号その他の経済産業省令で定める事項を記載した標識を掲げな
ければならない。

廃止又は条例委任 3 ×

本件は、地域主権改革一括法で措置することを前提と
するほか、以下のすべての条件を満たした場合にの
み、前向きに検討することが可能。

（１）標識の記載事項のうち、ナショナルミニマムとして安
全確保の観点から不可欠なものは引き続き省令で規定
すること。また、これ以外の記載事項については「参酌
すべき基準」とすること。

（２）標識を掲げていない者に対する罰則（過料）につい
て、構成要件である標識の記載事項を条例に委任した
場合に必要となる措置（全都道府県等が条例で罰則を
定める必要性等）を、内閣府が法務省に確認及び了解
を得ること。

（３）条例が適用される事業者は、事業の認可権を有す
る地方自治体のみだけでなく、国・事業認可権を有さな
い地方自治体・民間事業者にも等しく適用されること。

（４）本件は、地方からの具体的な要望がない事項であ
るため、（１）、（２）及び（３）を踏まえた条例とすること
を、全都道府県等が了解すること。その際、内閣府が全
都道府県等に確認すること。

15 3 砂利採取法 第29条 標識の掲示基準

　（標識の掲示）
第二十九条　砂利採取業者は、第十六条の認可に係る砂利採取場の見やす
い場所に、経済産業省令、国土交通省令で定めるところにより、氏名又は名
称、登録番号その他の経済産業省令、国土交通省令で定める事項を記載した
標識を掲げなければならない。

廃止又は条例委任 3 ×

本件は、地域主権改革一括法で措置することを前提と
するほか、以下のすべての条件を満たした場合にの
み、前向きに検討することが可能。

（１）標識の記載事項のうち、ナショナルミニマムとして安
全確保の観点から不可欠なものは引き続き省令で規定
すること。また、これ以外の記載事項については「参酌
すべき基準」とすること。

（２）標識を掲げていない者に対する罰則（過料）につい
て、構成要件である標識の記載事項を条例に委任した
場合に必要となる措置（全都道府県等が条例で罰則を
定める必要性等）を、内閣府が法務省に確認及び了解
を得ること。

（３）条例が適用される事業者は、事業の認可権を有す
る地方自治体のみだけでなく、国・事業認可権を有さな
い地方自治体・民間事業者にも等しく適用されること。

（４）本件は、地方からの具体的な要望がない事項であ
るため、（１）、（２）及び（３）を踏まえた条例とすること
を、全都道府県等が了解すること。その際、内閣府が全
都道府県等に確認すること。

第11条 第1項 工業用水道の施設基準

　（施設基準）
第十一条　工業用水道事業者の工業用水道は、原水の質及び量、地理的条
件等に応じ、取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送水施設及び配水
施設の全部又は一部を有すべきものとし、その各施設は、次の各号の要件を
備えるものでなければならない。
　一　取水施設は、必要量の原水を取り入れることができるものであること。
　二　貯水施設は、渇水時においても必要量の原水を送るのに必要な貯水能
力を有すること。
　三　導水施設は、必要量の原水を送るためのポンプ、導水管その他の設備を
有すること。
　四　浄水施設は、原水の質及び量に応じ必要な浄化をするためのちんでん池
その他の設備を有すること。
　五　送水施設は、必要量の水を送るためのポンプ、送水管その他の設備を有
すること。
　六　配水施設は、必要量の水を一定以上の圧力で連続して供給するための
配水池、ポンプ、配水管その他の設備を有すること。

廃止又は条例委任 3 ×

第11条 第2項 工業用水道の施設基準
２ 　工業用水道施設の位置及び配列は、その設置及び維持管理ができるだけ
経済的であるように定めなければならない。

廃止又は条例委任 3 ×

第11条 第3項 工業用水道の施設基準
３ 　工業用水道施設の構造及び材質は、水圧、土圧、地震力その他の荷重に
対して充分な耐力を有し、かつ、漏水し、又は汚水が混入するおそれがないも
のでなければならない。

廃止又は条例委任 3 ×

第14条 第1項 工業用水道の維持基準
　（施設の維持）
第十四条　工業用水道事業者は、工業用水道施設を第十一条に規定する施
設基準に適合するように維持しなければならない。

廃止又は条例委任 3 ×

第10条 第1項 道路移動等円滑化基準

　（道路管理者の基準適合義務等）
第十条　道路管理者は、特定道路の新設又は改築を行うときは、当該特定道
路（以下この条において「新設特定道路」という。）を、移動等円滑化のために
必要な道路の構造に関する主務省令で定める基準（以下この条において「道
路移動等円滑化基準」という。）に適合させなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

第10条 第2項 道路移動等円滑化基準
２　道路管理者は、その管理する新設特定道路を道路移動等円滑化基準に適
合するように維持しなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

第13条 第1項 都市公園移動等円滑化基準

　（公園管理者等の基準適合義務等）
第十三条　公園管理者等は、特定公園施設の新設、増設又は改築を行うとき
は、当該特定公園施設（以下この条において「新設特定公園施設」という。）を、
移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する主務省令で定め
る基準（以下この条において「都市公園移動等円滑化基準」という。）に適合さ
せなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

第13条 第2項 都市公園移動等円滑化基準

２　公園管理者は、新設特定公園施設について都市公園法第五条第一項の規
定による許可の申請があった場合には、同法第四条に定める基準のほか、都
市公園移動等円滑化基準に適合するかどうかを審査しなければならない。この
場合において、公園管理者は、当該新設特定公園施設が都市公園移動等円
滑化基準に適合しないと認めるときは、同項の規定による許可をしてはならな
い。

廃止又は条例委任 3 ○

第13条 第3項 都市公園移動等円滑化基準
３　公園管理者等は、その管理する新設特定公園施設を都市公園移動等円滑
化基準に適合するように維持しなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

第36条 第2項
交通安全特定事業信号機等の
基準

２　前項の交通安全特定事業（第二条第二十八号イに掲げる事業に限る。）
は、当該交通安全特定事業により設置される信号機等が、重点整備地区にお
ける移動等円滑化のために必要な信号機等に関する主務省令で定める基準
に適合するよう実施されなければならない。

廃止又は条例委任 1 ○

15 7 工業用水道事業法

第4項とあわせた見直しが
必要

10 17 へき地教育振興法

・工業用水道の施設基準及び維持義務は、民間事業者
も地方公共団体も同様の扱いとなっているところ、その
廃止は本法の根幹に関わるものであることから困難。
　
・なお、法律上の許可・届出権者ではなく、単に工業用
水道事業を実施する主体である地方公共団体が、自ら
実施する当該事業に係る施設基準を条例により制定す
ることは法制的に困難。

高齢者、障害者等
の移動等の円滑化
の促進に関する法
律

317

6



(a)　施設・公物設置管理の基準

概要 該当条文（下線部） 見直しの方針 条例制定の主体 １次見直し ２次見直し

講ずべき措置
備考

取組み状況
一部実施又は未実施の理由

（各府省回答）
分野 通番 法律 条 項

見直し対象

別表 １凡例

○：勧告通り実施

△：一部実施

◆：存置許容

×：未実施

17 8 港湾法
第56条の2

の2
第1項 港湾の施設の技術基準

　（港湾の施設に関する技術上の基準等）
第五十六条の二の二　水域施設、外郭施設、係留施設その他の政令で定める
港湾の施設（以下この項及び次項において「技術基準対象施設」という。）は、
他の法令の規定の適用がある場合においては当該法令の規定によるほか、技
術基準対象施設に必要とされる性能に関して国土交通省令で定める技術上の
基準（以下「技術基準」という。）に適合するように、建設し、改良し、又は維持し
なければならない。

廃止又は条例委任 3 ×

港湾の施設の安全性を確保しつつ、ＷＴＯ協定等に基
づく国際的義務を果たすため、いち早く性能規定（施設
の基本的な必要最低限の性能のみを定めるもの）化を
実現しており、既に港湾管理者や民間企業の創意工夫
を取り込むことが可能な技術基準となっている。仮に基
準を条例に委任した場合、地域によっては必要最低限
の性能を満たさない施設の建設が許容されるため、国
内外船舶航行の安全性や安定した物流の確保が困難
となり、我が国の経済・産業の国際競争力の低下・国民
生活の不安定化を招くとともに、国際インフラである港
湾施設に関係する国際規格策定については、現在も国
際機関（ISO、PIANC）等において議論が進められている
が、これは国内で統一した基準を前提とした議論であ
り、地方公共団体では我が国の代表としての国際交渉・
基準策定合意のプレーヤーとなり得ないため、港湾の
施設の技術的基準は、引き続き国が定めることが適
当。

第15条の6 第1項
公共職業能力開発施設の職業
訓練基準

第十五条の六 　国及び都道府県は、労働者が段階的かつ体系的に職業に必
要な技能及びこれに関する知識を習得することができるように、次の各号に掲
げる施設を第十六条に定めるところにより設置して、当該施設の区分に応じ当
該各号に規定する職業訓練を行うものとする。ただし、当該職業訓練のうち主
として知識を習得するために行われるもので厚生労働省令で定めるものにつ
いては、当該施設以外の施設においても適切と認められる方法により行うこと
ができる。
一 　職業能力開発校（普通職業訓練（次号に規定する高度職業訓練以外の職
業訓練をいう。以下同じ。）で長期間及び短期間の訓練課程のものを行うため
の施設をいう。以下同じ。）
二 　職業能力開発短期大学校（高度職業訓練（労働者に対し、職業に必要な
高度の技能及びこれに関する知識を習得させるための職業訓練をいう。以下
同じ。）で長期間及び短期間の訓練課程（次号の厚生労働省令で定める長期
間の訓練課程を除く。）のものを行うための施設をいう。以下同じ。）
三 　職業能力開発大学校（高度職業訓練で前号に規定する長期間及び短期
間の訓練課程のもの並びに高度職業訓練で専門的かつ応用的な職業能力を
開発し、及び向上させるためのものとして厚生労働省令で定める長期間の訓
練課程のものを行うための施設をいう。以下同じ。）
四 　職業能力開発促進センター（普通職業訓練又は高度職業訓練のうち短期
間の訓練課程のものを行うための施設をいう。以下同じ。）
五 　障害者職業能力開発校（前各号に掲げる施設において職業訓練を受ける
ことが困難な身体又は精神に障害がある者等に対して行うその能力に適応し
た普通職業訓練又は高度職業訓練を行うための施設をいう。以下同じ。）

廃止又は条例委任 3 ○

第15条の6 第3項
公共職業能力開発施設の職業
訓練基準

３ 　国及び都道府県（第十六条第二項の規定により市町村が職業能力開発校
を設置する場合には、当該市町村を含む。）が第一項各号に掲げる施設を設
置して職業訓練を行う場合には、その設置する同項各号に掲げる施設（以下
「公共職業能力開発施設」という。）内において行うほか、職業を転換しようとす
る労働者等に対して迅速かつ効果的な職業訓練を実施するため必要があると
きは、職業能力の開発及び向上について適切と認められる他の施設により行
われる教育訓練を当該公共職業能力開発施設の行う職業訓練とみなし、当該
教育訓練を受けさせることによつて行うことができる。

廃止又は条例委任 3 ○

第16条 第6項
公共職業能力開発施設の長の
資格

６ 　公共職業能力開発施設の長は、職業訓練に関し高い識見を有する者でな
ければならない。

存置 3 条例制定許容

第19条 第1項
公共職業能力開発施設の職業
訓練基準

第十九条 　公共職業能力開発施設は、職業訓練の水準の維持向上のための
基準として当該職業訓練の訓練課程ごとに教科、訓練時間、設備その他の厚
生労働省令で定める事項に関し厚生労働省令で定める基準に従い、普通職業
訓練又は高度職業訓練を行うものとする。

廃止又は条例委任 3 ○

第21条 第1項
公共職業能力開発施設の職業
訓練基準

第二十一条 　公共職業能力開発施設の長は、公共職業訓練（長期間の訓練
課程のものに限る。）を受ける者に対して、技能及びこれに関する知識の照査
（以下この条において「技能照査」という。）を行わなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

第23条 第1項
公共職業能力開発施設の無料
職業訓練の利用者基準

第二十三条 　公共職業訓練のうち、職業能力開発校及び職業能力開発促進
センターにおいて職業の転換を必要とする求職者その他の厚生労働省令で定
める求職者に対して行う普通職業訓練（短期間の訓練課程で厚生労働省令で
定めるものに限る。）並びに障害者職業能力開発校において求職者に対して行
う職業訓練は、無料とする。

廃止又は条例委任 3 ○

第28条 第1項
公共職業能力開発施設の職業
訓練指導員の資格

第二十八条 　準則訓練のうち普通職業訓練（短期間の訓練課程で厚生労働
省令で定めるものを除く。）における職業訓練指導員は、都道府県知事の免許
を受けた者でなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

第30条の2 第1項
公共職業能力開発施設の職業
訓練指導員の資格

第三十条の二 　準則訓練のうち高度職業訓練（短期間の訓練課程で厚生労
働省令で定めるものを除く。）における職業訓練指導員は、当該訓練に係る教
科につき、第二十八条第三項各号に掲げる者と同等以上の能力を有する者の
うち、相当程度の知識又は技能を有する者として厚生労働省令で定める者（同
条第五項各号のいずれかに該当する者を除く。）でなければならない。

廃止又は条例委任 1 ○

19 7
エコツーリズム推進
法

第8条 第4項
特定自然観光資源の標識設置
基準

４ 　市町村長は、第一項の指定をしたときは、当該特定自然観光資源の所在
する区域内にこれを表示する標識を設置しなければならない。

存置 2 条例制定許容

第15条 第13項
指定猟法禁止区域の標識設置
基準

１３ 　環境大臣又は都道府県知事は、指定猟法禁止区域の指定をしたときは、
環境省令で定めるところにより、当該指定猟法禁止区域の区域内にこれを表
示する標識を設置しなければならない。

廃止又は条例委任 1 △

指定猟法禁止区域を示す標識の寸法について、環境省
令を参酌して、条例で基準を定めることができることと
する。

【区域立ち入り者に対する生命、身体の安全の確保】
○狩猟者は、都道府県境を超えて活動し、猟銃の発砲
等を行うため、自治体毎に標識が大きく異なることは、
地元住民や登山客等一般の立ち入り者への誤射を引き
起こすおそれがあり、寸法以外の基準については、全
国で様式を統一することが必要不可欠。
「できる規定」とするのが適当

第34条 第5項 休猟区の標識設置基準
５ 　都道府県知事は、休猟区の指定をしたときは、環境省令で定めるところに
より、当該休猟区の区域内にこれを表示する標識を設置しなければならない。

廃止又は条例委任 1 △

休猟区の区域を示す標識の寸法について、環境省令を
参酌して、条例で基準を定めることができることとする。

【区域立ち入り者に対する生命、身体の安全の確保】
○狩猟者は、都道府県境を超えて活動し、猟銃の発砲
等を行うため、自治体毎に標識が大きく異なることは、
地元住民や登山客等一般の立ち入り者への誤射を引き
起こすおそれがあり、寸法以外の基準については、全
国で様式を統一することが必要不可欠。
「できる規定」とするのが適当

◆

職業能力開発促進
法

1218

◆

19 10
鳥獣の保護及び狩
猟の適正化に関す
る法律
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(a)　施設・公物設置管理の基準

概要 該当条文（下線部） 見直しの方針 条例制定の主体 １次見直し ２次見直し

講ずべき措置
備考

取組み状況
一部実施又は未実施の理由

（各府省回答）
分野 通番 法律 条 項

見直し対象

別表 １凡例

○：勧告通り実施

△：一部実施

◆：存置許容

×：未実施

第29条 第1項
食品衛生検査施設の施設・設備
等基準

第二十九条 　国及び都道府県は、第二十五条第一項又は第二十六条第一項
から第三項までの検査（以下「製品検査」という。）及び前条第一項の規定によ
り収去した食品、添加物、器具又は容器包装の試験に関する事務を行わせる
ために、必要な検査施設を設けなければならない。

廃止又は条例委任 1 △

第29条 第2項
食品衛生検査施設の施設・設備
等基準

② 　保健所を設置する市及び特別区は、前条第一項の規定により収去した食
品、添加物、器具又は容器包装の試験に関する事務を行わせるために、必要
な検査施設を設けなければならない。

廃止又は条例委任 2 △

第12条 第1項
水道施設布設工事監督職員の
配置基準

第十二条 　水道事業者は、水道の布設工事を自ら施行し、又は他人に施行さ
せる場合においては、その職員を指名し、又は第三者に委嘱して、その工事の
施行に関する技術上の監督業務を行わせなければならない。

廃止又は条例委任 2 ○

第19条 第3項 水道技術管理者の資格 ３ 　水道技術管理者は、政令で定める資格を有する者でなければならない。 廃止又は条例委任 2 ○

第7条
公共下水道の構造の政令で定
める技術上の基準への適合

（構造の基準）
第七条 　公共下水道の構造は、政令で定める技術上の基準に適合するもので
なければならない。

廃止又は条例委任 3 △

下流域の河川・海域の水質保全について影響する放流
水を水質基準に適合させるための水処理施設の構造
の基準や、雨天時に下水の一部が未処理で河川や海
域等に放流されることから早急に対策が必要な合流式
下水道の構造の基準など、水質保全上必要となる下水
道の最低限の機能を担保するための基準については、
勧告に従うことが困難である。それ以外の構造の基準
については、条例に委任する。

第21条 第2項
政令で定めるところによる終末
処理場の維持管理

２　公共下水道管理者は、政令で定めるところにより、終末処理場の維持管理
をしなければならない。

廃止又は条例委任 3 ○

第25条の9
流域下水道への他の施設等の
設置の制限

（他の施設等の設置の制限）
第二十五条の九 　流域下水道管理者は、流域関連公共下水道を接続する場
合、あらかじめ他の施設又は工作物その他の物件の管理者と協議して共用の
暗渠を設ける場合、国、地方公共団体、電気通信事業法第百二十条第一項に
規定する認定電気通信事業者その他第二十四条第三項の政令で定める者が
設置する電線その他流域下水道の管理上著しい支障を及ぼすおそれのないも
のとして政令で定めるものを固着し、若しくは突出し、又は流域下水道の施設
を横断し、若しくは縦断して設ける場合その他政令で定める場合を除き、何人
に対しても、流域下水道の施設にいかなる施設又は工作物その他の物件も設
けさせてはならない。

存置 3 条例制定許容

第28条 第1項
都市下水路の機能を十分に維
持するように管理

（管理の基準等）
第二十八条 　都市下水路管理者は、当該都市下水路の機能を十分に維持す
るように管理しなければならない。

廃止又は条例委任 3
第2項とあわせた見直しが
必要

○

20 26
廃棄物の処理及び
清掃に関する法律

第21条 第3項
一般廃棄物処理施設における
技術管理者の資格

３　第一項の技術管理者は、環境省令で定める資格を有する者でなければなら
ない。

廃止又は条例委任 2 ○

第7条の2 第4項 病院等の病床数算定基準

４ 　前三項の場合において、都道府県知事は、当該地域における既存の病床
数及び当該申請に係る病床数を算定するに当たつては、第三十条の四第四項
の厚生労働省令で定める標準に従い医療計画において定めるところにより、病
院又は診療所の機能及び性格を考慮して、必要な補正を行わなければならな
い。

廃止又は条例委任 1 △

第2次地域主権推進一括法案を想定
我が国は諸外国に比べて病床数が多い一方で、病床
当たりの医師数が少なく、医師の不足・地域偏在が問
題となっており、基準病床数制度を通じて、病院・病床
の地域偏在の是正を図っているところであり、都道府県
が既存病床数及び申請病床数について独自に補正を
行い、病院開設・病床増等の許可を行うこととした場合
には、すでに病床が過剰となっている地域で更に病院・
病床が増加し、他の地域の医師の不足・地域偏在が更
に深刻となり、地方の国民の生命・健康に重大な悪影
響が生じるおそれがあるため、条例委任した上で「従う
べき基準」とする。

第7条の2 第5項 病院等の病床数算定基準
５ 　第一項から第三項までの場合において、都道府県知事は、当該地域にお
ける既存の病床数を算定するに当たつては、介護老人保健施設の入所定員数
は、厚生労働省令の定めるところにより、既存の療養病床の病床数とみなす。

廃止又は条例委任 1 △

第２次地域主権推進一括法を想定
我が国は諸外国に比べて病床数が多い一方で、病床
当たりの医師数が少なく、医師の不足・地域偏在が問
題となっており、基準病床数制度を通じて、病院・病床
の地域偏在の是正を図っているところであり、都道府県
が既存病床数及び申請病床数について独自に補正を
行い、病院開設・病床増等の許可を行うこととした場合
には、すでに病床が過剰となっている地域で更に病院・
病床が増加し、他の地域の医師の不足・地域偏在が更
に深刻となり、地方の国民の生命・健康に重大な悪影
響が生じるおそれがあるため、条例委任した上で「従う
べき基準」とする。

第18条 病院等の従業者の基準
第十八条 　病院又は医師が常時三人以上勤務する診療所にあつては、開設
者は、専属の薬剤師を置かなければならない。但し、病院又は診療所所在地
の都道府県知事の許可を受けた場合は、この限りでない。

廃止又は条例委任 3 △
第2次地域主権推進一括法案を想定
条例委任した上で「従うべき基準」とする。

第21条 第1項 病院等の人員・施設基準

第二十一条 　病院は、厚生労働省令の定めるところにより、次に掲げる人員及
び施設を有し、かつ、記録を備えて置かなければならない。
一　当該病院の有する病床の種別に応じ、厚生労働省令で定める員数の医
師、歯科医師、看護師その他の従業者
二　各科専門の診察室
三　手術室
四　処置室
五　臨床検査施設
六　エックス線装置
七　調剤所
八　給食施設
九　診療に関する諸記録
十　診療科名中に産婦人科又は産科を有する病院にあつては、分べん室及び
新生児の入浴施設
十一　療養病床を有する病院にあつては、機能訓練室
十二　その他厚生労働省令で定める施設

廃止又は条例委任 1
メルクマールⅴ：1号（その
他の従業者を除く）～11号

△

第2次地域主権推進一括法案を想定
（１）配置すべき者及びその数は、提供される医療サー
ビスの質に直結し、国民の生命に重大な影響を及ぼす
ものであるため、引き続き法律及びその委任を受けた
政省令において統一的基準を定める必要があることか
ら、「薬剤師」「准看護師」「看護補助者」「栄養士」につ
いては、条例に委任した上で「従うべき基準」を定める。
（２）（１）の他は第３次勧告どおり対応する。

第21条 第2項 病院等の人員・施設基準

２ 　療養病床を有する診療所は、厚生労働省令の定めるところにより、次に掲
げる人員及び施設を有しなければならない。
一　厚生労働省令で定める員数の医師、歯科医師、看護師及び看護の補助そ
の他の業務の従業者
二　機能訓練室
三　その他厚生労働省令で定める施設

廃止又は条例委任 1
メルクマールⅴ：1号（その
他の業務の従業者を除く）
～2号

△

第2次地域主権推進一括法案を想定
（１）配置すべき者及びその数は、提供される医療サー
ビスの質に直結し、国民の生命に重大な影響を及ぼす
ものであるため、引き続き法律及びその委任を受けた
政省令において統一的基準を定める必要があることか
ら、「准看護師」については、条例委任した上で「従うべ
き基準」を定める。
（２）（１）の他は第３次勧告どおり対応する。

21 1 社会福祉法 第65条 第2項 社会福祉施設の設備・運営基準 ２ 　社会福祉施設の設置者は、前項の基準を遵守しなければならない。 廃止又は条例委任 3 △

第2次地域主権推進一括法案を想定
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置
基準」「居室面積基準」「人権に直結する運営基準」につ
いては、条例委任した上で、「従うべき基準」とする。
 上記以外の基準については、条例委任した上で、「参
酌すべき基準」とするなど第３次勧告どおりとする。

第２次地域主権推進一括法を想定
　食品衛生法では、飲食に起因する衛生上の危害の発
生を防止し、もって国民の健康の保護を図ることを目的
としており、食品衛生検査施設は、都道府県等が食品
等の検査を行うため設置するものであるが、食品の安
全性の確保は、国民の生命・健康の保護に直結するも
のであり、全国で一定レベル以上で行う必要がある。
　また、当該施設での検査結果に基づき廃棄命令、回
収命令等の行政処分を課すこともあるが、検査及び行
政処分は法定受託事務であり、最終的な責任は国が
負っていると言える。
　施設・設備に係る基準については、全ての都道府県等
に検査に必要となる最低限の検査設備を整備し、大規
模食中毒等の緊急時において、迅速な検査を行うことを
可能とするため、「従うべき基準」とする。
　一方で、我が国は食料自給率が熱量ベースで約４割
にとどまり、約６割の食品を輸入に依存しており、食品
衛生検査施設における輸入食品の検査件数も多い。検
査施設における業務管理基準については、当該施設で
の検査結果の信頼性を担保するものであるところ、我が
国の食品等の検査結果について、国際的に通用するレ
ベルでの信頼性を確保するため、国が検疫所、民間検
査機関（登録検査機関）及び都道府県等食品衛生検査
施設に国際基準に準拠した基準を規定しており、欧米
においても中央政府で業務管理基準を定めている。当
該基準を条例に委任した場合には、我が国の検査結果
の取扱いに変更が生じ、輸出入に係る相手国政府との
交渉に悪影響を及ぼすことが想定されるため、現行規
定を存置する。
　職員配置に係る基準については、条例委任した上で
「参酌すべき基準」とする。

20 13 水道法

20 16 下水道法

◆

20 5 食品衛生法

医療法4420
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(a)　施設・公物設置管理の基準

概要 該当条文（下線部） 見直しの方針 条例制定の主体 １次見直し ２次見直し

講ずべき措置
備考

取組み状況
一部実施又は未実施の理由

（各府省回答）
分野 通番 法律 条 項

見直し対象

別表 １凡例

○：勧告通り実施

△：一部実施

◆：存置許容

×：未実施

21 4 生活保護法 第39条 保護施設の設備・運営基準

（保護施設の基準）
第三十九条 　保護施設は、その施設の設備及び運営並びにその施設におけ
る被保護者の数及びこれとその施設における利用者の総数との割合が厚生労
働大臣の定める最低の基準以上のものでなければならない。

廃止又は条例委任 1 △

　第2次地域主権推進一括法案を想定
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置
基準」「居室面積基準」「人権に直結する運営基準」につ
いては、条例委任した上で、「従うべき基準」とする。
 上記以外の基準については、条例委任した上で、「参
酌すべき基準」とするなど第３次勧告どおりとする。

第24条 第1項 保育所の利用者基準

第二十四条　市町村は、保護者の労働又は疾病その他の政令で定める基準
に従い条例で定める事由により、その監護すべき乳児、幼児又は第三十九条
第二項に規定する児童 の保育に欠けるところがある場合において、保護者か
ら申込みがあつたときは、それらの児童を保育所において保育しなければなら
ない。ただし、付近に保育所 がない等やむを得ない事由があるときは、その他
の適切な保護をしなければならない。

廃止又は条例委任 2 ※

　保護者の就労、疾病等の理由で、家庭において児童
を保育をすることができない場合の保育の実施義務を
定めるものであり、全国的に統一して定められるべきで
あるため、最低限、政令で定める基準を満たす必要が
ある。
　また、「明日の安心と成長のための緊急経済対策」
（平成21年12月8日閣議決定）において、「幼保一体化
を含め、新たな次世代育成支援のための包括的・一元
的な制度の構築を進める」とされ、「平成22年前半を目
途に基本的な方向を固め、平成23年通常国会までに所
要の法案を提出する」とされたところであり、次世代育
成支援改革の検討の中で、保育に欠ける要件の見直し
等を含む保育制度の改革についても検討するもの。

第24条の12 第1項
指定知的障害児施設の従業者
の資格

第二十四条の十二 　指定知的障害児施設等の設置者は、厚生労働省令で定
める基準に従い、指定施設支援に従事する従業者を有しなければならない。

廃止又は条例委任 1 △

第24条の12 第2項
指定知的障害児施設の設備・運
営基準

②　　指定知的障害児施設等の設置者は、厚生労働省令で定める指定知的障
害児施設等の設備及び運営に関する基準に従い、指定施設支援を提供しなけ
ればならない。

廃止又は条例委任 1 △

第35条 第2項
都道府県が設置する児童福祉
施設の職員の資格

② 　都道府県は、政令の定めるところにより、児童福祉施設を設置しなければ
ならない。

廃止又は条例委任 1 ○

第45条 第2項 児童福祉施設の設備・運営基準
② 　児童福祉施設の設置者及び里親は、前項の最低基準を遵守しなければ
ならない。

廃止又は条例委任 3 △

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置
基準」「居室面積基準」「人権に直結する運営基準等
（調理室を含む。）」については、条例に委任した上で、
「従うべき基準」とする。ただし、東京等に限り、待機児
童解消までの一時的措置として、「居室面積基準」のみ
「標準」とする。
　その他（全体の約９割）については、条例委任した上
で、「参酌すべき基準」とするなど第３次勧告どおりとす
る。

21 12 老人福祉法 第17条 第2項 老人福祉施設の設備・運営基準
２ 　養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設置者は、前項の基準を遵守
しなければならない。

廃止又は条例委任 3 △

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置
基準」「居室面積基準」「人権に直結する運営基準」につ
いては、条例に委任した上で、「従うべき基準」とする。
 上記以外の基準（全体の約９割）については、条例委
任した上で、「参酌すべき基準」とするなど第３次勧告ど
おりとする。

第74条 第1項
指定居宅介護サービス事業者
の従業者の資格

第七十四条 　指定居宅サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、厚
生労働省令で定める基準に従い厚生労働省令で定める員数の当該指定居宅
サービスに従事する従業者を有しなければならない。

廃止又は条例委任 3 △

平成２２年通常国会
利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置基
準」については、条例委任した上で、「従うべき基準」と
する。

第74条 第2項
指定居宅介護サービス事業者
の設備・運営基準

２ 　前項に規定するもののほか、指定居宅サービスの事業の設備及び運営に
関する基準は、厚生労働大臣が定める。

廃止又は条例委任 3 △

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置
基準」「居室面積基準」「人権に直結する運営基準等」に
ついては、条例委任した上で、「従うべき基準」とする。
　上記以外の基準（全体の約９割）については、条例委
任した上で、「参酌すべき基準」とするなど第３次勧告ど
おりとする。

第78条の4 第1項
指定地域密着型サービス事業
者の従業者の資格

第七十八条の四 　指定地域密着型サービス事業者は、当該指定に係る事業
所ごとに、厚生労働省令で定める基準に従い厚生労働省令で定める員数の当
該指定地域密着型サービスに従事する従業者を有しなければならない。

廃止又は条例委任 2 △

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置
基準」については、条例委任した上で、「従うべき基準」
とする。

第78条の4 第2項
指定地域密着型サービス事業
者の設備・運営基準

２ 　前項に規定するもののほか、指定地域密着型サービスの事業の設備及び
運営に関する基準は、厚生労働大臣が定める。

廃止又は条例委任 2 △

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置
基準」「居室面積基準」「人権に直結する運営基準等」に
ついては、条例委任した上で、「従うべき基準」とする。
　「小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型通所介
護の定員」については、小規模多機能型居宅介護等の
概念自体に関わるものであり、「従うべき基準」とする。
　上記以外の基準（全体の約９割）については、条例委
任した上で、「参酌すべき基準」とするなど、第３次勧告
どおりとする。

△

21 6 児童福祉法

廃止又は条例委任 3
メルクマールⅴ：4号～11

号
第70条 第2項

指定居宅介護サービス事業者
の指定基準

指定知的障害児施設等に従事する従業者に関する基
準（24 条の12 第１項）並びに当該施設の設備及び運営
に関する基準（同条２項）を、条例（制定主体は、都道府
県、指定都市及び児童相談所設置市）に委任する。
条例制定の基準については、医師等の職員の資格に
関する基準に係る規定、配置する職員の員数に関する
基準に係る規定、居室の面積に関する基準に係る規定
並びに施設の利用者及びその家族に対する人権侵害
の防止等に係る規定は、「従うべき基準」とし、施設の利
用者の数に関する基準に係る規定は、「標準」とし、そ
の他の設備及び運営に関する基準に係る規定は、「参
酌すべき基準」とする。

２ 　都道府県知事は、前項の申請があった場合において、第一号から第三号
まで、第五号から第七号まで、第九号又は第十号（病院等により行われる居宅
療養管理指導又は病院若しくは診療所により行われる訪問看護、訪問リハビリ
テーション、通所リハビリテーション若しくは短期入所療養介護に係る指定の申
請にあっては、第二号から第十一号まで）のいずれかに該当するときは、第四
十一条第一項本文の指定をしてはならない。
一 　申請者が法人でないとき。
二 　当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十
四条第一項の厚生労働省令で定める基準及び同項の厚生労働省令で定める
員数を満たしていないとき。
三 　申請者が、第七十四条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設
備及び運営に関する基準に従って適正な居宅サービス事業の運営をすること
ができないと認められるとき。
四 　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受
けることがなくなるまでの者であるとき。
五 　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で
政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は
執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
六 　申請者が、第七十七条第一項又は第百十五条の二十九第六項の規定に
より指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該
指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係
る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法
人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をい
い、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対
し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の
支配力を有するものと認められる者を含む。第五節において同じ。）又はその
事業所を管理する者その他の政令で定める使用人（以下「役員等」という。）で
あった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指
定を取り消された者が法人でない病院等である場合においては、当該通知が
あった日前六十日以内に当該病院等の管理者であった者で当該取消しの日か
ら起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。
七 　申請者が、第七十七条第一項又は第百十五条の二十九第六項の規定に
よる指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条 の規定による通知が
あった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に
第七十五条 の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止につい
て相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過し
ないものであるとき。
八 　前号に規定する期間内に第七十五条の規定による事業の廃止の届出が
あった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に
係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等
又は当該届出に係る法人でない病院等（当該事業の廃止について相当の理由
があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年を
経過しないものであるとき。
九 　申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著し
く不当な行為をした者であるとき。
十 　申請者が、法人で、その役員等のうちに第四号から前号までのいずれか
に該当する者のあるものであるとき。
十一 　申請者が、法人でない病院等で、その管理者が第四号から第九号まで
のいずれかに該当する者であるとき。

現行の介護保険法第70条第２項第２号及び第３号で
は、指定居宅介護サービス事業者の指定に際して、国
の定める人員・設備・運営に関する基準を満たさなけれ
ばならないとされている。　「地方分権改革推進計画（平
成21年12月15日閣議決定）」に従って、「地域主権改革
の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案」
において、指定事業者が遵守すべき国の基準（第74条
第１項及び第２項の基準）を「従うべき基準」、「標準」、
「参酌すべき基準」に基づいて条例で定めるものと改正
することとしており、指定に当たって満たすべき国の基
準（第70条第２項第２号及び第３号の基準）も「従うべき
基準」、「標準」、「参酌すべき基準」に基づいて条例で
定めるものとした。具体的には、第70条第２項第２号の
基準については、第74条第１項の基準と同様、都道府
県に条例委任するとともに、第70条第２項第３号の基準
については、「地域主権改革の推進を図るための関係
法律の整備に関する法律案」の主旨に鑑み都道府県に
条例委任した第74条第２項の基準をそのまま引用して
いるところであり、第70条第２項第２号及び第３号につ
いては、「地方分権改革推進計画」に基づき、既に所要
の措置を講じたところである。
　また、「法人であること」（第70条第２項第１号）につい
ては、利用者にとって良質な介護サービスを安定的・継
続的に確保するために必要な規定であることから、条例
委任した上で「従うべき基準」とする。

介護保険法1421
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(a)　施設・公物設置管理の基準

概要 該当条文（下線部） 見直しの方針 条例制定の主体 １次見直し ２次見直し

講ずべき措置
備考

取組み状況
一部実施又は未実施の理由

（各府省回答）
分野 通番 法律 条 項

見直し対象

別表 １凡例

○：勧告通り実施

△：一部実施

◆：存置許容

×：未実施

第86条 第1項
指定介護老人福祉施設の指定
基準

第八十六条 　第四十八条第一項第一号の指定は、厚生労働省令で定めると
ころにより、老人福祉法第二十条の五に規定する特別養護老人ホームであっ
て、その入所定員が三十人以上であるものの開設者の申請があったものにつ
いて行う。

廃止又は条例委任 3 △

　指定介護老人福祉施設の「入所定員数が３０人以上」
であることについては、地域密着型サービスとそれ以外
のサービスとの指定権限及び保険の財政負担の関係
から整理されているものであることから、全国的に一定
の基準にする必要があるため、条例委任した上で、「従
うべき基準」とする。

第88条 第1項
指定介護老人福祉施設の従業
者の資格

第八十八条 　指定介護老人福祉施設は、厚生労働省令で定める員数の介護
支援専門員その他の指定介護福祉施設サービスに従事する従業者を有しなけ
ればならない。

廃止又は条例委任 3 △

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置
基準」については、条例委任した上で、「従うべき基準」
とする。

第88条 第2項
指定介護老人福祉施設の設備・
運営基準

２ 　前項に規定するもののほか、指定介護老人福祉施設の設備及び運営に関
する基準は、厚生労働大臣が定める。

廃止又は条例委任 3 △

平成２２年通常国会
利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置基
準」「居室面積基準」「人権に直結する運営基準」につい
ては、条例委任した上で、「従うべき基準」とする。
　その他（全体の約９割）については、条例委任した上
で、「参酌すべき基準」とするなど第３次勧告どおりとす
る。

第97条 第1項
指定介護老人保健施設の施設・
設備基準

第九十七条 　介護老人保健施設は、厚生労働省令で定めるところにより、療
養室、診察室、機能訓練室、談話室その他厚生労働省令で定める施設を有し
なければならない。

廃止又は条例委任 3
メルクマールⅴ：療養室、
診察室、機能訓練室

○

第97条 第2項
指定介護老人保健施設の従業
者の資格

２ 　介護老人保健施設は、厚生労働省令で定める員数の医師、看護師、介護
支援専門員及び介護その他の業務に従事する従業者を有しなければならな
い。

廃止又は条例委任 3
メルクマールⅴ：医師、看
護師

△

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置
基準」については、条例委任した上で、「従うべき基準」
とする。

第97条 第3項
指定介護老人保健施設の設備・
運営基準

３ 　前二項に規定するもののほか、介護老人保健施設の設備及び運営に関す
る基準は、厚生労働大臣が定める。

廃止又は条例委任 3 △

平成２２年通常国会
利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置基
準」「居室面積基準」「人権に直結する運営基準」につい
ては、条例委任した上で、「従うべき基準」とする。
　その他（全体の約９割）については、条例委任した上
で、「参酌すべき基準」とするなど第３次勧告どおりとす
る。

第110条 第1項
指定介護療養型医療施設の従
業者の資格

第百十条 　指定介護療養型医療施設は、厚生労働省令で定める員数の介護
支援専門員その他の指定介護療養施設サービスに従事する従業者を有しなけ
ればならない。

廃止又は条例委任 3 △

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置
基準」については、条例委任した上で、「従うべき基準」
とする。

第110条 第2項
指定介護療養型医療施設の設
備・運営基準

２ 　前項に規定するもののほか、指定介護療養型医療施設の設備及び運営に
関する基準は、厚生労働大臣が定める。

廃止又は条例委任 3 △

平成２２年通常国会
利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置基
準」「居室面積基準」「人権に直結する運営基準」につい
ては、条例委任した上で、「従うべき基準」とする。
　その他（全体の約９割）については、条例委任した上
で、「参酌すべき基準」とするなど第３次勧告どおりとす
る。

第115条の4 第1項
指定居宅介護予防サービス事
業者の従業者の資格

第百十五条の四 　指定介護予防サービス事業者は、当該指定に係る事業所
ごとに、厚生労働省令で定める基準に従い厚生労働省令で定める員数の当該
指定介護予防サービスに従事する従業者を有しなければならない。

廃止又は条例委任 3 △

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置
基準」については、条例委任した上で、「従うべき基準」
とする。

△

　現行の介護保険法第94条第３項第２号及び第３号で
は、介護老人保健施設の開設に際して、国の定める人
員・設備・運営に関する基準を満たさなければならない
とされている。　「地方分権改革推進計画（平成21年12
月15日閣議決定）」に従って、「地域主権改革の推進を
図るための関係法律の整備に関する法律案」におい
て、当該介護老人保健施設を開設しようとする者が遵
守すべき国の基準（第97条第１項から第3項までの基
準）を「従うべき基準」、「標準」、「参酌すべき基準」に基
づいて条例で定めるものと改正することとしており、開
設に当たって満たすべき国の基準（第94条第３項第２号
及び第３号の基準）も「従うべき基準」、「標準」、「参酌
すべき基準」に基づいて条例で定めるものとした。具体
的には、第94条第３項第２号及び第３号の基準につい
ては、「地域主権改革の推進を図るための関係法律の
整備に関する法律案」の主旨に鑑み都道府県に条例委
任した第97条第１項から第3項までの基準をそのまま引
用しているところであり、第94条第３項第２号及び第３号
については、「地方分権改革推進計画」に基づき、既に
所要の措置を講じたところである。

廃止又は条例委任 3
メルクマールⅴ：1号、4～

11号

廃止又は条例委任 3 メルクマールⅴ：3号～7号 △

　現行の介護保険法第86条第２項第１号及び第２号で
は、指定介護老人福祉施設の指定に際して、国の定め
る人員・設備・運営に関する基準を満たさなければなら
ないとされている。　「地方分権改革推進計画（平成21
年12月15日閣議決定）」に従って、「地域主権改革の推
進を図るための関係法律の整備に関する法律案」にお
いて、指定事業者が遵守すべき国の基準（第88条第１
項及び第２項の基準）を「従うべき基準」、「標準」、「参
酌すべき基準」に基づいて条例で定めるものと改正する
こととしており、指定に当たって満たすべき国の基準（第
86条第２項第１号及び第２号の基準）も「従うべき基
準」、「標準」、「参酌すべき基準」に基づいて条例で定
めるものとした。具体的には、第86条第２項第１号及び
第２号の基準については、「地域主権改革の推進を図
るための関係法律の整備に関する法律案」の主旨に鑑
み都道府県に条例委任した第88条第１項及び第２項の
基準をそのまま引用しているところであり、第86条第２
項第１号及び第２号については、「地方分権改革推進計
画」に基づき、既に所要の措置を講じたところである。

第86条 第2項
指定介護老人福祉施設の指定
基準

２ 　都道府県知事は、前項の申請があった場合において、当該特別養護老人
ホームが次の各号のいずれかに該当するときは、第四十八条第一項第一号の
指定をしてはならない。
一 　第八十八条第一項に規定する人員を有しないとき。
二 　第八十八条第二項に規定する指定介護老人福祉施設の設備及び運営に
関する基準に従って適正な介護老人福祉施設の運営をすることができないと
認められるとき。
三 　当該特別養護老人ホームの開設者が、この法律その他国民の保健医療
若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せら
れ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
四 　当該特別養護老人ホームの開設者が、第九十二条第一項又は第百十五
条の二十九第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算し
て五年を経過しない者であるとき。
五 　当該特別養護老人ホームの開設者が、第九十二条第一項又は第百十五
条の二十九第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十
五条 の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないこ
とを決定する日までの間に第九十一条 の規定による指定の辞退をした者（当
該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該指定の辞退の日
から起算して五年を経過しないものであるとき。
六 　当該特別養護老人ホームの開設者が、指定の申請前五年以内に居宅
サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。
七 　当該特別養護老人ホームの開設者の役員又はその長のうちに次のいず
れかに該当する者があるとき。
イ　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく
なるまでの者
ロ　第三号又は前号に該当する者
ハ　第九十二条第一項又は第百十五条の二十九第六項の規定により指定を
取り消された特別養護老人ホームにおいて、当該取消しの処分に係る行政手
続法第十五条 の規定による通知があった日前六十日以内にその開設者の役
員又はその長であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないも
の
ニ　第五号 に規定する期間内に第九十一条 の規定による指定の辞退をした
特別養護老人ホーム（当該指定の辞退について相当の理由がある特別養護老
人ホームを除く。）において、同号 の通知の日前六十日以内にその開設者の
役員又はその長であった者で当該指定の辞退の日から起算して五年を経過し
ないもの
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３ 　都道府県知事は、前二項の許可の申請があった場合において、次の各号
（前項の申請にあっては、第二号又は第三号）のいずれかに該当するときは、
前二項の許可を与えることができない。
一 　当該介護老人保健施設を開設しようとする者が、地方公共団体、医療法
人、社会福祉法人その他厚生労働大臣が定める者でないとき。
二 　当該介護老人保健施設が第九十七条第一項に規定する施設又は同条第
二項に規定する人員を有しないとき。
三 　第九十七条第三項に規定する介護老人保健施設の設備及び運営に関す
る基準に従って適正な介護老人保健施設の運営をすることができないと認めら
れるとき。
四 　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受
けることがなくなるまでの者であるとき。
五 　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で
政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は
執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
六 　申請者が、第百四条第一項又は第百十五条の二十九第六項の規定によ
り許可を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該
許可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係
る行政手続法第十五条 の規定による通知があった日前六十日以内に当該法
人の役員又はその開設した介護老人保健施設を管理する者（以下「介護老人
保健施設の管理者」という。）であった者で当該取消しの日から起算して五年を
経過しないものを含み、当該許可を取り消された者が第一号の厚生労働大臣
が定める者のうち法人でないものである場合においては、当該通知があった日
前六十日以内に当該者の開設した介護老人保健施設の管理者であった者で
当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。
七 　申請者が、第百四条第一項又は第百十五条の二十九第六項の規定によ
る許可の取消しの処分に係る行政手続法第十五条 の規定による通知があっ
た日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第
百五条 において準用する医療法第九条第一項 の規定による廃止の届出をし
た者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から
起算して五年を経過しないものであるとき。
八 　前号に規定する期間内に第百五条において準用する医療法第九条第一
項の規定による廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の
日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該廃止について相当の理由がある
法人を除く。）の役員若しくはその開設した介護老人保健施設の管理者又は当
該届出に係る第一号の厚生労働大臣が定める者のうち法人でないもの（当該
廃止について相当の理由がある者を除く。）の開設した介護老人保健施設の管
理者であった者で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであると
き。
九 　申請者が、許可の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著し
く不当な行為をした者であるとき。
十 　申請者が、法人で、その役員等のうちに第四号から前号までのいずれか
に該当する者のあるものであるとき。
十一 　申請者が、第一号の厚生労働大臣が定める者のうち法人でないもの
で、その事業所を管理する者その他の政令で定める使用人のうちに第四号か
ら第九号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

第94条 第3項
指定介護老人保健施設の開設
許可基準
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(a)　施設・公物設置管理の基準

概要 該当条文（下線部） 見直しの方針 条例制定の主体 １次見直し ２次見直し

講ずべき措置
備考

取組み状況
一部実施又は未実施の理由

（各府省回答）
分野 通番 法律 条 項

見直し対象

別表 １凡例

○：勧告通り実施

△：一部実施

◆：存置許容

×：未実施

第115条の4 第2項
指定居宅介護予防サービス事
業者の設備・運営基準

２ 　前項に規定するもののほか、指定介護予防サービスに係る介護予防のた
めの効果的な支援の方法に関する基準及び指定介護予防サービスの事業の
設備及び運営に関する基準は、厚生労働大臣が定める。

廃止又は条例委任 3 △

平成２２年通常国会
利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置基
準」「居室面積基準」「人権に直結する運営基準等」につ
いては、条例委任した上で、「従うべき基準」とする。
　上記以外の基準（全体の約９割）については、条例委
任した上で、「参酌すべき基準」とするなど、第３次勧告
どおりとする。

第115条の
13

第1項
指定地域密着型介護予防サー
ビス事業者の従業者の資格

第百十五条の十三 　指定地域密着型介護予防サービス事業者は、当該指定
に係る事業所ごとに、厚生労働省令で定める基準に従い厚生労働省令で定め
る員数の当該指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者を有しなけ
ればならない。

廃止又は条例委任 2 △

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置
基準」については、条例委任した上で、「従うべき基準」
とする。

第115条の
13

第2項
指定地域密着型介護予防サー
ビス事業者の設備・運営基準

２ 　前項に規定するもののほか、指定地域密着型介護予防サービスに係る介
護予防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護
予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準は、厚生労働大臣が定め
る。

廃止又は条例委任 2 △

平成２２年通常国会
　利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置
基準」「居室面積基準」「人権に直結する運営基準」につ
いては、条例委任した上で、「従うべき基準」とする。
　「介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認
知症対応型通所介護の定員」については、介護予防小
規模多機能型居宅介護等の概念自体に関わるもので
あり、「従うべき基準」とする。
　上記以外の基準（全体の約９割）については、条例委
任した上で、「参酌すべき基準」とするなど、第３次勧告
どおりとする。

第38条 第1項
指定障害者支援施設の指定基
準

第三十八条 　第二十九条第一項の指定障害者支援施設の指定は、厚生労働
省令で定めるところにより、障害者支援施設の設置者の申請により、施設障害
福祉サービスの種類及び当該障害者支援施設の入所定員を定めて、行う。

廃止又は条例委任 3 △

　指定障害者支援施設の基準については、地方分権改
革推進計画（平成21年12月15日閣議決定）において、
引き続き基準の遵守義務を法律で規定した上で、具体
的な基準の内容を「従うべき基準」、「標準」、「参酌すべ
き基準」に基づいて条例で定めるものと整理されたとこ
ろであり、当該規定についてはこの整理を踏まえると、
実質的に条例委任したことと同じ効果を持つこととな
る。

第80条 第2項
障害福祉サービス事業、地域活
動支援センター及び福祉ホーム
の設備・運営基準

２ 　前項の障害福祉サービス事業を行う者並びに地域活動支援センター及び
福祉ホームの設置者は、同項の基準を遵守しなければならない。

廃止又は条例委任 3 △

(1)事平成２２年通常国会
利用者の処遇・安全・生活環境に直結する「人員配置基
準」「居室面積基準」「人権に直結する運営基準」につい
ては、条例委任した上で、「従うべき基準」とする。
　その他（全体の約９割）については、条例委任した上
で、「参酌すべき基準」とするなど、第３次勧告どおりと
する。

廃止又は条例委任 3
メルクマールⅴ：4号～11

号
△

現行の障害者自立支援法第３６条第３項第２号及び第
３号では、指定障害福祉サービス事業者の指定に際し
て、国の定める人員・設備・運営に関する基準を満たさ
なければならないとされている。　「地方分権改革推進
計画（平成21年12月15日閣議決定）」に従って、「地域
主権改革の推進を図るための関係法律の整備に関す
る法律案」において、指定事業者が遵守すべき国の基
準（第４３条第１項及び第２項の基準）を「従うべき基
準」、「標準」、「参酌すべき基準」に基づいて条例で定
めるものと改正することとしており、指定に当たって満た
すべき国の基準（第３６条第３項第２号及び第３号の基
準）も「従うべき基準」、「標準」、「参酌すべき基準」に基
づいて条例で定めるものとした。具体的には、第３６条
第３項第２号及び第３号の基準については、「地域主権
改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法
律案」の主旨に鑑み都道府県に条例委任した第４３条
第１項及び第２項の基準をそのまま引用しているとこ
ろ。
　また、「法人であること」（第３６条第３項第１号）につい
ては、利用者にとって良質な介護サービスを安定的・継
続的に確保するために必要な規定であることから、条例
委任した上で「従うべき基準」とする。

第36条 第3項
指定障害福祉サービス事業者
の指定基準
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３ 　都道府県知事は、第一項の申請があった場合において、第一号から第三
号まで、第五号から第七号まで、第九号又は第十号（療養介護に係る指定の
申請にあっては、第二号から第十一号まで）のいずれかに該当するときは、指
定障害福祉サービス事業者の指定をしてはならない。
一 　申請者が法人でないとき。
二 　当該申請に係るサービス事業所の従業者の知識及び技能並びに人員
が、第四十三条第一項の厚生労働省令で定める基準を満たしていないとき。
三 　申請者が、第四十三条第二項の厚生労働省令で定める指定障害福祉
サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な障害福祉サービ
ス事業の運営をすることができないと認められるとき。
四 　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受
けることがなくなるまでの者であるとき。
五 　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で
政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は
執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
六 　申請者が、第五十条第一項（同条第三項及び第四項において準用する場
合を含む。以下この項において同じ。）の規定により指定を取り消され、その取
消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人
である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法 （平成五年法律
第八十八号）第十五条 の規定による通知があった日前六十日以内に当該法
人の役員又はそのサービス事業所を管理する者その他の政令で定める使用
人（以下「役員等」という。）であった者で当該取消しの日から起算して五年を経
過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない場合において
は、当該通知があった日前六十日以内に当該者の管理者であった者で当該取
消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。
七 　申請者が、第五十条第一項の規定による指定の取消しの処分に係る行政
手続法第十五条 の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処
分をしないことを決定する日までの間に第四十六条第一項 の規定による事業
の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除
く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。
八 　前号に規定する期間内に第四十六条第一項の規定による事業の廃止の
届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該
届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の
役員等又は当該届出に係る法人でない者（当該事業の廃止について相当の理
由がある者を除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年
を経過しないものであるとき。
九 　申請者が、指定の申請前五年以内に障害福祉サービスに関し不正又は
著しく不当な行為をした者であるとき。
十 　申請者が、法人で、その役員等のうちに第四号から前号までのいずれか
に該当する者のあるものであるとき。
十一 　申請者が、法人でない者で、その管理者が第四号から第九号までのい
ずれかに該当する者であるとき。
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